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１．１ 複数回の変位履歴を復元するための活断層調査 

 

石鎚山脈北縁区間（岡村断層）と石鎚山脈北縁西部区間（川上断層）の境界付近における

活断層分布。国土地理院・地理院活断層図（中田・他，1998；堤・他，1998）に加筆。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西条市氷見地区のトレンチ東壁面の写真。壁面には塩性〜汽水性の湿地堆積物を切断・変

形させる断層が露出した。これを覆うチャンネル堆積物から江戸時代中期以降の遺物が複

数出土し、カキ・二枚貝を含むイベント堆積物がみいだされた。赤矢印が活断層の位置。  
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１．２ 歴史文書の収集分析に基づく地震活動の検討 

 

 

1596 年豊後地震に関係する史料の親子関係を図示したもの。発生日は９月１日で確実

である。黄色で表示した史料に時刻表記があるが、参考すべきは由原宮年代略記と三

浦家文書のみである。 

 

 

1596 年９月１日地震の発生時刻。信頼できる史料からは、豊後地震は日没ごろ、伊予

地震はやや遅れて発生したと考えることができる。 
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２ 地殻応力場と震源断層形状推定のための微小地震解析 

 

 

紀伊半島西部の中央構造線断層帯（MTL）付近の地殻内地震の震源分布。３次元地震波速

度構造（Matsubara et al., 2022）を用いて再決定した。(a) 震央分布。カラースケール

は震源の深さを示す。黒線は中田・今泉 (2002)による地表活断層の位置を示す。(b) 鉛

直断面図。各断面の測線の位置は(a)を参照。濃赤四角はMTLの地表位置を表す。断層帯近

傍では、気象庁一元化震源カタログ（淡赤丸）に比べてやや浅い震源分布（黒丸）が得ら

れた。 
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３ 活動履歴を考慮した動的破壊シミュレーションによる連動性評価 

 

 

活動履歴を考慮した応力場モデルから推測される最新活動の破壊過程の例。石鎚山脈

北縁西部区間西端から始まり、石鎚山脈北縁区間と連動する先発イベント（左）に続

いて、讃岐山脈南縁西部区間の石鎚山脈北縁区間とのオーバーラップ先端付近から始

まり、讃岐山脈南縁東部区間と連動する続発イベント（右）が連鎖する。 
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４ 長大な活断層帯における強震動予測手法の高度化 

直線モデル  

詳細モデル  

 

直線モデル  

詳細モデル  
 

中央構造線讃岐山脈南縁区間～石鎚山脈西縁区間について、地表断層の端点を直線で結ん

だモデル（直線モデル）と詳細位置をモデル（詳細モデル）について、ハイブリッド法に

よる強震動計算を行い、震度分布を比較した。 
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１． プロジェクトの概要 

 

(1) 調査研究の方針と観点 

本研究課題では、我が国の主要活断層帯で最も長大であり活動度が高い断層帯の１つであ

る中央構造線断層帯の四国陸域を中心に、これまで未解明であった連動型地震の発生確率の

算出や連動条件の検討、地表付近の詳細な断層位置形状を反映した強震動計算を目的とした

調査研究を実施する。四国地域の活断層の長期評価（地震調査委員会，2017）では、「複数

の活動区間や隣接する活断層帯の連動など、活断層で発生する多様な地震を考慮した評価手

法についての検討も、今後進めていく必要がある」との課題が提起されている。 

令和２年度から令和４年度にかけて、連動型巨大地震の発生可能性の評価手法や地震発生

確率の算出手法を開発・実用化するため、「連動型地震の発生予測のための活断層調査研究」

（以下「過年度事業」という。)を実施した。その結果、過去の活動を調査して連動型地震の

発生履歴を明らかにすることにより、長期間の平均的な連動型地震の発生確率を算出する手

法等を開発した。しかし、過年度事業の手法では、例えば平均活動間隔に対して比較的最近

に活動した区間を含む場合など、現在の応力蓄積状況を考慮した連動型地震の発生可能性を

評価できていないという課題がある。 

また、長大な活断層帯においては、活断層の走向や傾斜が空間的に変化している場合があ

る。しかし、強震動評価のために震源断層モデルを設定する場合は、必ずしも実際の変化す

る走向や傾斜に整合していない簡略化したモデルを設定している場合が多い。そのため、実

際に起こり得る強震動を正確に評価できていない可能性がある。本事業では、断層モデルを

実際の断層運動により整合したモデルとし、より正確に強震動を評価する手法を提案する。  

そのため、従前の知見と過年度事業の結果を踏まえて、本研究課題では地震調査研究推進

本部の連動型地震に関する新たな評価手法や高度化した手法を提案することを目標とする。

事業終了後には、地震調査研究推進本部地震調査委員会の関係委員会において、本事業で構

築した連動型地震の評価手法について提案し、長期評価や全国地震動予測地図の高度化へ貢

献することを目指す。 

 

(2) 調査研究の内容 

 本研究課題では、主要活断層帯から生じる連動型巨大地震の発生可能性と連動条件、地表

近傍の断層位置形状を反映した強震動計算手法等を検討することを目的とし、四国陸域の中

央構造線断層帯を主な対象として、次の５つのサブテーマについて調査研究を遂行する。 

 

サブテーマ１：活断層の変位履歴及び歴史史料に基づく連動履歴の解明 

サブテーマ１−１：複数回の変位履歴を復元するための活断層調査 

過去の地震時変位量を複数回復元する調査を実施し、変位量が地震毎にどのように変化

したかを明らかにして、連動イベントと非連動イベントを判別する。変位履歴から連動

型イベントの発生間隔を明らかにし、国内外の事例も踏まえて、最新活動からの経過時

間等を考慮した連動確率を算出する評価手法について検討する。 

サブテーマ１−２：歴史文書の収集分析に基づく地震活動の検討 

中央構造線断層帯の周縁に位置する四国・中国・九州地域で起きた地震活動を歴史史料
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から抽出する。 

サブテーマ２：地殻応力場と震源断層形状推定のための微小地震解析 

断層帯周辺の地殻応力場の情報を整理し、三次元速度構造を用いて微小地震の震源位置

を精密に再決定する。また、地震の震源分布やメカニズム解を用いて震源断層の地下形

状を推定する。 

サブテーマ３：活動履歴を考慮した動的破壊シミュレーションによる連動性評価 

活動履歴や地震時変位量等を考慮した動的破壊シミュレーションについて、エネルギー

収支による連動可能性のスクリーニングとともに実施し、連動可能性とその条件等を検

討する。 

サブテーマ４：長大な活断層帯における強震動予測手法の高度化 

地表付近の詳細な断層位置形状を反映した断層モデル構築と地震動計算等を実施し、よ

り正確な強震動評価手法を検討する。 

 

以上の知見を総合し、実証的な調査観測データと理論的な数値計算の両面から、複数の断

層区間による連動型巨大地震の評価手法を構築する。 

このうち、国立研究開発法人産業技術総合研究所ではプロジェクトの総合的推進及びサブ

テーマ１−１、２、３、公益財団法人地震予知総合研究振興会ではサブテーマ１−２、国立研

究開発法人防災科学技術研究所ではサブテーマ４に関する調査研究を実施する。 
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２．業務の実施体制 

 

この調査研究事業は、国立研究開発法人産業技術総合研究所を中心とした体制を構築し、

関係する研究機関および研究者の参加・協力を得て実施する。調査観測代表機関は、産業

技術総合研究所とする。 

研究を効果的に実施するため、関係する専門分野の外部有識者を招聘して外部評価委員

会（事務局は産業技術総合研究所）を設置する。 

 

調 査 観 測 項 目 担 当 機 関 担 当 者 

研究代表者 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 近藤 久雄 

１―１ 複数回の変位履歴を復元するための活断層調査 

 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 近藤 久雄 

 一般財団法人   電力中央研究所 木村 治夫 

 学校法人     同志社大学  堤 浩之 

１―２ 歴史文書の収集分析に基づく地震活動の検討 

 公益財団法人 地震予知総合研究振興会 榎原 雅治 

 公益財団法人 地震予知総合研究振興会 水野 嶺 

２ 地殻応力場と震源断層形状推定のための微小地震解析 

 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 椎名 高裕 

 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 内出 崇彦 

 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 今西 和俊 

３ 活動履歴を考慮した動的破壊シミュレーションによる連動性評価 

 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 加瀬 祐子 

 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 浦田 優美 

４ 長大な活断層帯における強震動予測手法の高度化 

 国立研究開発法人 防災科学技術研究所 森川 信之 

 国立研究開発法人 防災科学技術研究所 藤原 広行 

 国立研究開発法人 防災科学技術研究所 岩城 麻子 
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３．研究報告 

３．１ 活断層の変位履歴及び歴史史料に基づく連動履歴の解明 

３．１．１ 複数回の変位履歴を復元するための活断層調査 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 複数回の変位履歴を復元するための活断層調査 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

一般財団法人     電力中央研究所 

学校法人     同志社大学 

主任研究員 

上席研究員 

教授 

近藤 久雄 

木村 治夫 

堤 浩之 

 

(c) 業務の目的 

過去の地震時変位量を複数回復元する調査を実施し、変位量が地震毎にどのように変化し

たかを明らかにして、連動イベントと非連動イベントを判別する。変位履歴から連動型イベ

ントの発生間隔を明らかにし、国内外の事例も踏まえて、最新活動からの経過時間等を考慮

した連動確率を算出する評価手法について検討する。 

 

(d) ３ヵ年の年次実施業務の要約 

１) 令和５年度： 

四国陸域の活動区間において、過去の地震時変位量を複数回明らかにするための変

位履歴調査を実施した。その結果と周辺断層における既往の活動時期・地震時変位量

等を整理した。 

２) 令和６年度： 

四国陸域の活動区間において、過去の地震時変位量を複数回明らかにするための変

位履歴調査を実施した。その結果と周辺断層における既往の活動時期・地震時変位量

等を整理した。 

３) 令和７年度： 

四国陸域の活動区間において、過去の地震時変位量を複数回明らかにするための変

位履歴調査を実施する。その結果と既往の活動時期・地震時変位量等を整理し、四国

陸域４区間の変位履歴をとりまとめる。さらに、過去の連動型イベントの頻度を明ら

かにし、最新活動からの経過時間を考慮した連動型地震の発生確率の算出手法につ

いて検討する。 

 

(2) 令和６年度の成果 

(a) 業務の要約 

四国陸域の中央構造線断層帯・石鎚山脈北縁区間と石鎚山脈北縁西部区間の境界付近を

主な対象として変位履歴を解明するため、次の地形地質調査を実施した。石鎚山脈北縁西
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部区間・川上断層に位置する西条市氷見地区において、ドローン LiDAR 計測、トレンチ調

査、ボーリング調査を実施し、過去４回の活動時期と活動間隔、地震時変位量等を明らか

にした。トレンチ壁面で確認された最新活動は少なくとも約 2000 年前以降、江戸時代中期

以前に生じたと推定され、1596 年文禄（慶長）・伊予地震に対応する可能性を確認した。

また、最新イベントを覆うチャンネル充填堆積物からは、カキ・二枚貝を含むイベント堆

積物がみいだされ、これは 1707 年宝永地震に伴う津波堆積物の可能性がある。群列ボーリ

ングを含めた地質断面では、過去４回のイベントに伴う地震時上下変位量は、それぞれ 1.2

ｍ、1.8ｍ、2.2ｍ、1.5ｍと計測された。最近３回の活動は鬼界アカホヤ火山灰（K-Ah）降

灰以降に生じており、平均活動間隔は 3300〜3500 年程度と推定される。K-Ah を基準とし

た累積上下変位量と年代から、上下平均変位速度は 0.8〜1.2mm/yr と算出される。平均活

動間隔等を周辺断層と比較した結果、川上断層の既往トレンチ調査結果や岡村断層の平均

活動間隔 700〜1500 年よりも有意に長いことが明らかになった。 

 

(b) 業務の成果 

1) 石鎚山脈北縁西部区間・川上断層における西条市氷見地区の変位履歴調査 

a) 調査地点の概要 

石鎚山脈北縁西部区間は、愛媛県西条市から西へ松山市まで至る、長さ 41km の活動区間

である（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2017）。構成する断層は、川上断層と重信

断層であり、それぞれ右横ずれを主成分とする横ずれ断層である。（図１〜３）。川上断層

上の氷見土居地区では、この評価に資するトレンチ調査が実施され（堤・他，2000）、過去

３回の古地震イベントが識別されている。それらの活動時期は、新しいものからイベント

Ａ：西暦 630 年〜江戸時代、イベントＢ：AD25〜1000 年、イベントＣ：4040±170 y.B.P.

以降である。石鎚山脈北縁西部区間では川上断層と重信断層で行われたトレンチ調査等の

古地震調査に基づき、最新活動は 15 世紀以後、18 世紀以前、先行する活動２は１世紀以

後、８世紀以前、活動３は 2800 年前以後、１世紀以前、平均活動間隔は 700〜1300 年と評

価されている。これを基に、今後 30 年以内の地震発生確率はほぼ０〜11％以下（Ｓラン

ク）と評価されている（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2017）。 

本事業の初年度にあたる令和５年度には、中央構造線断層帯で最大の断層不連続をなす

石鎚山脈北縁西部区間と石鎚山脈北縁区間との連動性を古地震学的に評価するため、石鎚

山脈北縁区間の岡村断層で調査を実施した。断層不連続は、川上断層と岡村断層の右ステ

ップオーバーであり、両者の間には右横ずれに伴う沈降場と正断層群が形成されている（例

えば、後藤・中田，2000）。石鎚山脈北縁区間を構成する岡村断層の西条市坂元地区は、岡

村断層の西端付近に位置し、令和４年度に調査を実施した大生院地区から西へ約 10km、岡

村断層の西端から東へ約３km の地点である（図３）。周辺では、岡村断層が西へ向かって

分岐し、盆地内に主に２条の正断層が発達する。ドローン LiDAR 計測、トレンチ調査、ボ

ーリング調査を実施し、過去３回の活動時期と活動間隔、地震時変位量等を明らかにした。

その結果、最新活動は西暦 660 年以降に生じ、1596 年文禄伊予地震に対応する可能性が高

く、先行するイベントの発生年代は約 1.3〜1.8 万年前、さらに前の活動は約 2.9 万年前頃

と推定された。これらをもとに最近３回の活動間隔は 11200〜18200 年程度と推定され、周

辺断層の活動間隔 1000〜1500 年よりも有意に長いことが明らかとなった。また、各イベン
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トの地震時上下変位量は、それぞれ 1.5ｍ、1.0ｍ、1.7ｍと計測された。 

今年度の調査は、右ステップオーバーの西側を構成する、石鎚山脈北縁西部区間の川上

断層上で具体的な変位履歴を複数回明らかにするため、西条市氷見乙地区においてドロー

ン LiDAR 調査、トレンチ調査、ボーリング調査を実施した。 

 

b) ドローン LiDAR 調査 

西条市氷見乙地区では、川上断層の正確な分布と調査位置との関係を把握するため、米

軍撮影の空中写真判読、ドローン LiDAR による 0.1ｍメッシュの数値標高モデル（DEM）を

作成した。ドローン LiDAR による地形陰影図を図４に示す。 

調査地周辺では、川上断層は相対的な北側低下を伴うとみられており、堤・他（2000）

によるトレンチ調査は、北側低下の低断層崖の東延長で実施された。トレンチでは高角か

らほぼ鉛直の複数の断層が露出している。今回の調査地はさらに東延長に位置し、高位面

相当の段丘面の北縁に沿って川上断層が延びる（図３，４）。段丘面は主に南東へ傾動し、

旧河道の存在により逆傾斜が明瞭に示されている（図３；中田・他，1998）。 

米軍空中写真判読の結果、調査地周辺では堤・他（2000）で確認された断層位置から、

東へ延びる溝状凹地がみられた。現在は、田圃の圃場整備によって溝状地形にみえる区割

りは消失している。ドローン LiDAR による地形陰影図では、溝状凹地におおむね沿うよう

に相対的な低地（図４の青色範囲）が形成されている。凹地の南縁は北側低下の低断層崖

であり、低崖の比高は 2.2ｍである（図５）。そのため、この凹地が断層凹地もしくは低断

層崖に沿って流れた旧流路である可能性等を詳細に検討するため、凹地の北縁を限る位置

でトレンチを掘削し、南縁を含めて横断する測線で群列ボーリングを実施した。 

 

c) トレンチ調査 

氷見乙地区のトレンチ調査は、溝状凹地の北縁を横断して長さ約 30ｍ、幅６ｍ、深さ約

３ｍ程度の１孔を掘削した。凹地全体を横断するトレンチは、用地の制限と道路、水路の

存在により実施できなかった（図４）。以下では、トレンチ壁面の層序と断層、イベント層

準の認定等について詳述する。 

トレンチ壁面には、下位から扇状地性砂礫層、湿地性堆積物、チャンネル堆積物及びフ

ラッドローム層、干拓に伴う歴史時代の人工改変土層、近代の人工改変土層が露出した。

トレンチ南端付近では、湿地性堆積物以下の地層を切断する南傾斜の高角な断層が出現し、

トレンチ全体に及ぶ緩やかな南側低下の撓曲変形が認められる。断層は北傾斜 60〜80°程

度と高角であり、微弱な剪断面と撓曲変形を同時に形成する構造を示す。地層の分布や層

相の特徴、年代等を基に、トレンチ内に露出した地層を I〜Ⅷ層のユニットに区分した。

トレンチ壁面の写真を図６〜８、スケッチを図９〜11、考古学的遺物と生物遺骸の写真を

図 12 に示す。また、壁面から採取した試料の放射性炭素同位体年代測定の結果を表１、珪

藻分析の結果を表２、花粉分析の結果を表３、有孔虫分析の結果を表４に示す。 

以下では、それらの層相と特徴、年代について略述する。なお、放射性炭素同位体年代

測定結果の暦年較正は、Ramseys (1995；2009)を基に Reimer et al. (2020)の較正曲線を

使用し、2σに対応する暦年代を西暦もしくは cal BP で表記する。 

Ⅰ層：本層は主に砂礫混じりシルトで、田畑耕作土（および田畑の底土）、敷き均し土、
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および水路堆積物。本層は層相からⅠa、Ⅰb、Ⅰc の３層に区分される。 

Ⅰa 層： 現在、田圃として使用されている表土。暗褐色の礫混じりのシルトからなる。

植根、細～中礫を含む。トレンチ東および南壁面では、トレンチ掘削に伴う耕作土とその

下位の地層を分けるため、スケッチからは厚さ 20cm 程度除かれている。断層変位は認めら

れない。 

Ⅰb 層：橙灰色の礫混じりの砂からなる。硬質でおおむね厚さ 20cm 程度で耕作土の直下

に水平に分布している。現在、上下の地層の重なりから圃場整備時の敷き均し土と推定さ

れる。 

断層変位：断層変位は認められない。 

Ⅰc 層：灰色の礫からなる。東壁面のみ分布し、他の壁面への連続が不明である。上下

の地層の重なりから圃場整備前の田畑の水路堆積物と推定される。断層変位は認められな

い。 

Ⅱ層：本層は主にシルトと砂礫で、層相からⅡa、Ⅱb、Ⅱc の３層に区分される。耕作土

の直下で主にシルトからなりトレンチ全体に分布するⅡa 層に対し、Ⅱb 層、Ⅱc 層はトレ

ンチ北西側で局所的に分布する。 

Ⅱa 層：褐色のシルトからなる。植物根や有機質分を含む。断層変位は認められない。 

Ⅱb 層：灰色のシルトや礫からなる。淘汰が悪く堆積物や構造物屑が入り乱れている。

下部に団子状またはレンズ状の有機質シルトを含む。トレンチの北西側に水路状に形態で

分布する。断層変位は認められない。 

Ⅱc 層：暗灰色の有機質シルトからなる。淘汰が悪いく、トレンチ北壁面のみ分布し、

上位はⅡa 層、東側および下位はⅢ層、西側はⅡb 層に囲まれていることから、Ⅱb 層の同

時異相と推定される。断層変位は認められない。 

Ⅲ層：本層は主にシルトと礫で、層相からⅢa、Ⅲb の２層に区分される。 

Ⅲa 層：黄灰色砂質シルトからなる。ところどころに礫を含む。断層変位は認められな

い。 

Ⅲb 層： 灰色の礫からなり、主に礫支持である。分布はトレンチ北側（東壁面 E00～E01、

西壁面 W00～W09、北壁面 N00～W05）、および東壁面の E18～E21 に水路状に局所的に分布す

る。西壁面 W03～W09 の上端（層厚６～12cm）は基質支持からなる。礫は主に砂岩、片岩で

石英を含み、礫径は２～50mm の円～亜円礫である。基質は粗粒砂からなる。断層変位は認

められない。 

Ⅳ層：主に灰色のシルトからなる。砂や礫が混じる。断層変位は認められない。江戸時

代の遺物が混じる。 

Ⅴ層：主に暗褐色砂質シルトからなり、砂、礫や貝殻片（牡蠣、蜆など二枚貝）を多く

含むチャネル堆積物を挟む。礫の多い層準は、細礫サイズの礫は石英４割程度、砂岩４割

程度、その他 2 割程度含み、主に円礫からなる。中～大礫サイズの礫は砂岩４割程度、珪

質片岩１割程度、泥質片岩１割程度、砂質片岩１割程度、安山岩類 1.5 割程度、石英 0.5

割程度含み、主に亜角礫からなる。断層変位は認められない。 

基質はシルト質細粒砂からなる。牡蠣の破片から 650～710 年前（E24 (EL.-0.2)）、蜆の

破片から 700～760 年前（E24.5 (EL.-0.2)）の年代値が得られた。以上から本層の堆積時

期は 650～760 年前と推定される。 
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Ⅵ層：主にシルト（Ⅵa）で、複数のレンズ状の礫層を挟む。それら礫層のうち、東壁面

および西壁面において南北方向に比較的連続性の良い礫層をⅥb と区分した。 

Ⅵa 層： 灰色のシルトで砂や礫が混じる。断層変位・変形は認められない。 

Ⅵb 層：灰色の砂礫からなる。細～中礫サイズの礫は石英５割程度、砂岩３割程度、そ

の他２割程度含み、主に円礫～亜円礫からなる。中～大礫サイズの礫は砂岩４割程度、泥

質片岩３割程度、珪質片岩２割程度、安山岩類１割程度含み、主に亜円礫からなる。基質

は粗粒砂からなる。礫のインブリケーションを E28～E29 付近でみると、砂岩礫の長軸方向

は N42E で傾斜は 40°S、片岩礫の長軸方向は N50E で傾斜は 44°S、安山岩礫の長軸方向は

N84W で傾斜は 37°S、E26～E27 付近でみると、砂岩礫の長軸方向は N24E で傾斜は 22°S

であることから、おおむね南から北への流下が推定される。明瞭な断層変位・変形は認め

られないものの、東壁面と西壁面の北側（東壁面 E00～E07；約 15cm、西壁面 W00～W07；

約 25cm）と南側（東壁面 E11～E30；約 15cm、西壁面 W9～W30；約 15cm）で緩やかに高度

が低下する。 

Ⅶ層：本層は主にシルトで、層相からⅦa、Ⅶb、Ⅶc の３層に区分される。 

Ⅶa 層：灰色のシルトからなる。上位のⅥ層との境界に有機質シルト（Ⅶa-1）を挟む。

トレンチ壁面全体で変形を生じており、南への逆傾斜と断層近傍で南側低下の撓曲変形が

認められる。 

Ⅶb 層：暗灰～灰褐色のシルトからなる。有機質分を含み、上部から有機質シルト（Ⅶ

b-1）、灰白色粘土（Ⅶb-2）、有機質シルト（Ⅶb-3）を挟む。Ⅶb-1 およびⅦb-3 はトレン

チ南側の局所的な範囲（東壁面 E-26～E-29、西壁面 W23～W29）に分布し、それより北側に

は分布しない。Ⅶb-2 はそれらよりも広い範囲（東壁面 E13～E29、西壁面 W02～W29）に分

布する。南への逆傾斜と断層近傍で南側低下の撓曲変形が認められる。 

Ⅶc 層：黒灰色の有機質シルトからなる。植物片、材、腐植物を含む。南への逆傾斜と断

層近傍で南側低下の撓曲変形が認められる。 

壁面より採取された試料を放射性炭素年代測定した結果、3780～3840 年前（E15-3）お

よび 3840～3900 年前（E28(EL.-1.45)）の年代値が得られた。以上から本層の堆積時期は

3780～3900 年前と推定される。 

Ⅷ層：緑灰色の砂および礫からなり、植物片、材を含む。上端の層厚 15cm 程度は砂や細

礫（主に径２～５mm 程度の石英）からなり、下部は団子状またはレンズ状の粘土～シルト

が散在する。礫が多い層準では、石英が７割程度、泥質片岩１割程度、砂岩１割程度、砂

質～結晶質片岩 0.5 割程度、木片 0.5 割程度で、礫径は２～10mm、主に亜角～亜円礫から

なる。基質はシルト混じり粗粒砂からなる。南への逆傾斜と断層近傍で南側低下の撓曲変

形が認められる。東壁面の E26-E27 付近と西壁面の W25-W26 では剪断を伴う断層面が認め

られ、それぞれの走向と傾斜は N74ºW/70ºS と N61ºW/72ºS～80ºS である。 

壁面より採取された試料を放射性炭素年代測定した結果、4950～5010 年前（E15-2）お

よび 5060～5120 年前（E15-1）の年代値が得られた。以上から、本層の堆積時期は 4950～

5120 年前と推定される。 

 

d) ボーリング調査 

氷見乙地区のボーリング調査は、トレンチでみられる断層と変形構造よりも深部の断層
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を確認するため、溝状凹地を横断して６孔（SJHM-01〜06 孔）を掘削した。各孔の掘削長

は、18〜22ｍ程度である。ボーリングの地層は、主として耕作土、火山灰（本文中は火山

灰質と記載し、再堆積の可能性のある層は火山灰混じりと記載する）、地形面を構成する河

川成のシルト、砂および礫、海成のシルト、本流性および支流性の砂礫から構成される。

SJHM-03 孔では明瞭な剪断を伴う断層面が確認され、一部の地層には傾斜した変形が認め

られる。層相の特徴や分布等を基に、それらの地層を上位から下位にⅠ〜XⅧ層のユニット

に区分した。Ⅰ〜Ⅷ層はトレンチ壁面のユニットと対比した。以下では、ボーリングのみ

でみられたⅨ層以下の各ユニットの特徴について略述する。ボーリングコアの写真を図 13

〜18、ドローン LiDAR とボーリングに基づく地形地質断面を図 19、詳細地質断面と古地震

イベントを図 20 に示す。また、火山灰分析の結果を表５に示す。 

Ⅹ層：主に緑灰色の細粒砂～極粗粒砂からなる。植物片を含み、団子状の粗粒砂やシル

トを含み、石英の岩片が散在する。一部に円～亜角礫の薄層を挟む。礫は主に砂岩で、礫

径２～20mm の円～亜円礫、基質はシルト混じり中粒～粗粒砂である。下位との境界は明瞭

で凸凹を呈する。 

Ⅺ層：主に緑灰色のシルト～礫からなる。上部は細粒砂～粗粒砂を挟むシルトを主体と

し、下部は礫を主体とする。上部のシルトの層中に中粒砂～粗粒砂の薄層を複数枚挟み、

団子状～レンズ状の中粒砂、亜円～亜角の細礫を含む。生物擾乱、生痕化石がみられる。

下部の礫は主に砂岩で、安山岩、片岩、石英を含み、礫径２～60mm 以上の円～亜円礫から

なる。基質は中粒砂～粗粒砂で基質支持及び礫支持の部分からなる。下位との境界は明瞭

で凹凸する。 

Ⅻ層は層相の違いからⅫa 層、Ⅻb 層およびⅫc 層に細分した。 

Ⅻa：主に褐色の有機質シルト～灰白～褐灰白色の火山灰混じり細粒砂からなる。植物片

を多く含み、平行葉理、生物擾乱がみられる。植物片を含み火山灰混じりシルトの薄層を

挟み、下位のⅫb 層の火山灰の二次堆積物とみられる。下位との境界は明瞭でほぼ水平で

ある。 

Ⅻb：主に灰白色の火山灰からなる。一部に砂が混じる。下位との境界は明瞭でおおむね

水平である。火山灰分析の結果、鬼界―アカホヤ火山灰（K-Ah；町田・新井，2003）に対

比される。 

Ⅻc：主に暗灰色～灰褐色の有機質シルトからなる。植物片を多く含み、シルト～砂の薄

層を挟む。また平行葉理（幅２～20mm）に沿って植物片を含む。一部に褐色の極細粒砂と

有機質極細粒砂（植物片多い薄層）との互層（幅２～20mm）を挟む。 

ⅩⅢ層：主に緑灰色の細粒砂～中粒砂および礫からなる。植物片、貝殻片、円～亜角礫

を含み、生物擾乱がみられ、平行葉理を有する。一部、有機質シルト、灰色のシルトの薄

層を挟む。礫を主体とする部分は主に砂岩、安山岩、泥質片岩で、径２～40mm の円礫～亜

円礫からなる。基質は細粒～中粒砂で礫支持である。下位との境界は明瞭で凹凸を呈する。 

ⅩⅣ層は層相の違いからⅩⅣa 層、ⅩⅣb 層およびⅩⅣc 層に細分した。 

ⅩⅣa：主に灰色の極細粒砂～砂礫からなる。まれに火山灰の薄層を挟む。また、一部シ

ルト混じり極細粒～細礫（基質支持）からなる上方細粒化層を示す薄層を挟む。細～中粒

砂に平行葉理がみられる。礫を主体とする部分は主に砂岩で径２～60mm 以上の円～亜角礫

からなる。基質は細粒砂～中粒砂である。下位との境界は明瞭で凹凸を呈する。 
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ⅩⅣb：主に灰色の細粒砂～シルトからなる。有機質シルトを挟み、一部に団子状または

レンズ状の有意質シルト、灰色シルトまたは砂質シルトが混じり岩相は乱れる層を挟む。

SJHM-03 孔には、みかけの傾斜 56º の断層が認められる。下位との境界は明瞭で凹凸を呈

する。 

ⅩⅣc：主に灰色の礫からなる。有機質分、砂分を含み、団子状の灰とシルトが点在する。

礫は主に砂岩、凝灰岩、安山岩で、片岩を含み、径２～60mm 以上の円～亜角礫からなる。

基質は細粒～粗粒砂で礫支持である。一部葉理に沿って径２～４mm の円礫や粗粒砂がみら

れる極細粒砂を挟む。下位との境界は明瞭で凹凸を呈する。 

ⅩⅤ層：主に淡緑灰～灰色の砂礫からなる。緑灰色の粘土、シルトおよび砂を挟む。礫

は主に砂岩で安山岩、片岩を含み、径２～60mm 以上の円～角礫からなる。基質は細粒～粗

粒砂で礫支持である。 

ⅩⅥ層：主に黄灰色のシルト混じり砂礫からなる。礫は、砂岩を主体とし、珪質岩、安

山岩、石英、粘板岩、流紋岩、緑色片岩、泥質片岩、紅レン片岩などからなる。径の大き

な礫は半分以上が砂岩からなる。流紋岩は最大コア長は 130mm と最も大きい。礫径は主に

２～20mm 程度以下である。基質は黄灰色のシルト混じり細粒～粗粒砂からなる。 

 

e)古地震イベントの認定と上下変位量 

トレンチ壁面及びボーリングコアに露出した断層と地層の被覆・切断関係、撓曲変形の

程度、上下変位量の差異をもとに、最近の古地震イベントを４回認定した。以下では、新

しいものからイベント１〜４と呼称し、それぞれの認定根拠と発生年代について略述する。

最新イベントのイベント１は主にトレンチ壁面でみられる断層変位・変形と被覆関係に基

づき、イベント２〜４はボーリングに基づく地質断面の上下変位量等を基に認定を行った。

それらのイベントは、主断層から派生した北側の副断層が SJHM-02 孔と SJHM-03 孔の間に

認められ、断層を挟んだ両側での上下変位量の差異や低下側を埋積して厚く堆積する地層

の分布等から識別された。また、現時点では個別のイベントの詳細な発生時期が特定でき

ていないため、ここでは暫定的な年代測定結果等を基に平均活動間隔を算出する。 

イベント１は、トレンチ壁面にみられる南側低下の撓曲変形と断層変位により明瞭に認

められる。断層は、上述のように東壁面の E26-E27 付近および西壁面の W25-W26 に認めら

れ、両壁面での走向は N61〜74ºW である。この走向は、周辺の活断層分布の一般走向 N65ºE

と斜交しており、主断層に沿う雁行亀裂の一部である可能性が高い。断層面直近の上下変

位に加えて、トレンチの広い範囲で撓曲変形がみられ、Ⅶb 層以下の地層に変形が及んで

いる。Ⅶ層上面が南北方向に水平であったと仮定した場合、トレンチの範囲の上下変位は

南側低下 1.1ｍである。上位のⅦa 層は無層理のシルト層からなり、断層近傍では明瞭な変

位・変形はみられない。しかし、トレンチ北端付近では上位のⅥa 層のチャンネルに侵食

されており、トレンチ全体の構造からみてⅦa 層とⅥa 層が傾斜不整合の関係にあること

がわかる。したがって、イベント１は、Ⅶa 層堆積後、Ⅵa 層堆積前に生じたと判断される。 

イベント１の発生年代は、Ⅳ層から得られた 1990±30 y.B.P（1994-1834 cal BP）が現

時点で得られた妥当な堆積年代として最も新しく、約 2000 年前以降に限定される。ただ

し、この試料は、Ⅶa-1 層最上部の腐植質シルト薄層から採取されたバルク試料であり、

古い腐植の再堆積である可能性がある。Ⅶa 層中のシルトからは年代が得られていない。
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すなわち、イベント１の下限の年代を示すⅦa-1 層の実年代はさらに新しいものと推定さ

れる。現時点での試算では、Ⅶb 層の 2880±30 y.B.P とⅦc 層の 3870±30 y.B.P の年代差

1000 年と層厚 40cm から外挿して、Ⅶa 層上面は 1400 y.B.P.前後と概算される。この年代

は、年代測定試料をさらに分析して再検討する必要がある。 

イベント１の上限を示す年代は、Ⅴ層のチャンネル充填堆積物から産出した牡蠣と二枚

貝から得られた。それぞれ、730±30 y.B.P（西暦 1690 年以降）と 680±30 y.B.P（西暦

1640 年以降）である。ただし、これらの暦年についてはリザーバー効果を未補正の年代で

ある。また、東壁面のⅤ層からは江戸時代中期頃のきせるの吸い口、Ⅵa 層からは耳かき

付きのかんざしの考古遺物が出土した。耳かき付きのかんざしは、江戸時代中期の公家で

あった高橋宗直が、北野天満宮の御開帳があった亨保７年（1722 年）に商人に作らせたこ

とが端緒とされている（喜多村，1927）。よって、Ⅵa 層の堆積年代は、西暦 1722 年以降

で江戸時代中期頃とみられる。以上から、イベント１の発生時期は、約 2300 年前から江戸

時代中期以前と推定される。この年代は、従来の川上断層の最新イベントに対比される、

西暦 1596 年文禄（慶長）伊予地震と矛盾しない。 

イベント２は、Ⅹ層下面を基準とした上下変位量が 3.0ｍと計測され、Ⅷ層下面では 1.2

ｍと計測されることから、両者の間にイベント２の存在が示される。イベント１に伴う上

下変位量は、トレンチ壁面で 1.1ｍ、地質断面では 1.2ｍと同程度であり、Ⅹ層下面の 3.0

ｍの比高は累積上下変位量と判断できる。Ⅸ層は、凹地内の SJHM-03 孔と SJHM-04 孔にの

み層厚 1.5ｍ程度で分布する。断層の北側に位置する SJHM-01 孔と SJHM-02 孔では、Ⅸ層

は分布していない。よって、イベント２はⅩ層堆積後に 1.8ｍの上下変位を伴って生じ、

その後凹地を埋積してⅨ層が堆積したと考えられる。 

イベント３は、Ⅻa 層堆積後、Ⅺ層最下部の堆積前に生じた。Ⅻa 層上面、Ⅻb 層下面、

Ⅻc 層上部の腐植質シルトを基準とした上下変位量は、それぞれ 5.0ｍ、5.1ｍ、5.4ｍであ

る。Ⅻb 層は、K-Ah 火山灰層とその二次堆積物である。断層の北側と凹地内にも堆積して

おり、一方、上記のようにⅩ層下面は 3.0ｍであるため、少なくともⅫa 層とⅩ層との間に

イベント３が生じたことが確実である。凹地内ではⅫa 層の上位にはⅪ層最下部を構成す

る砂礫層がみられ、凹地内を埋積してまず流路堆積物が分布し、Ⅺ層の汽水性シルト層も

断層北側より厚く分布する。Ⅺ層の汽水性シルト層は、珪藻分析の結果では河口域の潮間

帯の環境とみられ、断層低下側の凹地に沿って堆積したとみられる。したがって、イベン

ト３はⅫa 層堆積後、Ⅺ層最下部の堆積前に生じた。以下では、5.0〜5.4ｍの平均値であ

る 5.2ｍをイベント３回分の累積上下変位量と判断し、上位の累積変位量 3.0ｍと差し引

きして、イベント３に伴う上下変位量は 2.2ｍとなる。 

イベント４は、XIV 層の砂礫層堆積後、XIII 層堆積前に生じたと考えられる。XIV 層の

砂礫層は完新統の基底をなす砂礫層であり、地質断面上で全てのコアに広く分布する。上

位の XIII 層は、淡水性の腐植シルト及びシルトを主体とする。XIV 層を基準とした累積上

下変位量は 6.7ｍであり、上述のⅫc 層上部の累積変位量 5.4ｍよりも有意に大きい。Ⅻc

層上部は貝殻片が産出する海成層であり、珪藻分析の結果も内湾〜沿岸域の古環境を示す。 

これらの海成層は断層の北側にも分布するため、Ⅻc 層上部堆積時は調査地周辺の広い範

囲が内湾〜沿岸域であったとみられる。よって、イベント４の発生層準はこれよりも下位

に位置することが確実である。一方、XIV 層の直上にみられる陸生の湿地堆積物やシルト
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層は、断層の北側には分布していない。これらは、イベント４で生じた凹地内を埋積した

と考えられ、その後調査地周辺に浅海域が広がったと判断できる。以上から、イベント４

は、XIV 層堆積後、XIII 層堆積前に生じた。イベント４に伴う上下変位量は、累積の 6.7

ｍからイベント３回分の累積 5.2ｍを差し引きして、1.5ｍと判断した。 

 以上から、イベント１から４までの過去４回のイベントに伴う上下変位量は、それぞれ

1.2ｍ、1.8ｍ、2.2ｍ、1.5ｍであることが明らかとなった。これらは凹地の北側に位置す

る副断層による沈降成分であり、主断層を含めたトータルの地震時上下変位量ではない。

そのため、いずれも厳密には最小値である。しかし、同一の断層面上で繰り返し生じた上

下変位を計測しているため、川上断層の変位履歴を示す妥当な値と考えられる。４回の上

下変位量は、平均 1.7ｍ、標準偏差 0.4ｍでおおむね同程度の変位が繰り返されているが、

最大で 1.0ｍ、２倍弱のばらつきを示している。各イベントに伴う変位量のばらつきは、

それぞれのイベントの連動範囲や地震規模に応じた変化を示している可能性がある。 

 

f）平均活動間隔の推定 

イベント１〜４の個別の活動時期は現時点で明らかではないが、最新活動時期と K-Ah の

年代から最近３回の平均活動間隔を算出した。最新活動時期は、記述のように約 2000 年前

から江戸時代中期以前と推定される。江戸時代中期は元禄期から正徳期にあたり、一般に

西暦 1690〜1780 年頃とされる。イベント３は、K-Ah 層準の直上に位置するⅫa 層堆積後、

Ⅺ層堆積前に生じた。Ⅻa 層は腐植質シルトを含むシルト層であり、層厚 20cm 程度以下の

薄層である。よって、イベント３の発生時期は、おおむね K-Ah 降灰直後の約 7300 年前頃

（Smith et al., 2013）とみなせる。この場合、イベント３回が K-Ah 降灰時の約 7300 年

前から約 2000 年もしくは江戸時代中期までの間に発生したと考えることができ、平均活

動間隔は 2700〜3600 年となる。 

また、最新活動時期は、既往の調査研究と同様に、西暦 1596 年文禄（慶長）の伊予地震

に相当する可能性が高い。現時点では、最新活動時期の下限の年代は約 2300 年前と推定さ

れているが、上述のように実際の地層の堆積年代はこれよりも新しい可能性が高い。した

がって、最新活動時期を西暦 1596 年とした場合、約 7300 年前から約 350 年前に３回のイ

ベントが生じたことになり、約 3500 年の平均活動間隔が推定される。 

ここで推定された平均活動間隔 2700〜3600 年は、従来の川上断層の平均活動間隔 700〜

1300 年よりも有意に長い。また、東の隣接区間である石鎚山脈北縁区間・岡村断層の平均

活動間隔は 1500〜1800 年であり、これと比較しても長い間隔となっている。これは、石鎚

山脈北縁区間と石鎚山脈北縁西部区間が、それぞれ区間単独の大地震を生じる頻度の違い

を示し、何回かに 1 回の割合で両区間の連動型イベントが生じる可能性を示唆する。一方

では、令和５年度に実施した岡村断層・坂本地区の活動間隔は、11200〜18200 年程度であ

り、これらの活動間隔よりもさらに桁違いに長い。これらの活動間隔の差異を最も合理的

に判断するため、今後、より詳細な個別の活動時期を明らかにするとともに、地震時上下

変位量も含めて、連動型イベントの抽出と頻度の見積もりを行う必要がある。 

 

g)トレンチでみられるイベント堆積物の検討 

トレンチ壁面には、カキと二枚貝が多産するチャンネル充填堆積物（Ⅴ層）がみられる。



 13 

これらの貝類は、ほぼ全てが開いた状態で産出し、細かく粉砕された破片も認められる。

開いた貝類は、人間が食用とした後にゴミとして流路へ放棄したと考えられ、粉砕された

状態は、流路内の流れで移動し再堆積した結果である可能性が高い。これらの貝類は何枚

かのレンズ状に分布し、充填するマトリックスは泥を主体とする。一部の二枚貝には、砂

が充填される様子も確認できる。これらの地層は、チャンネルの主に南壁に近い場所に３

〜４層みられ、トレンチ西壁面では流路の北側壁付近にも認められる。したがって、流速

が高い何らかの流れによって、チャンネル全体に広がる堆積をした後、チャンネル中央付

近ではⅤ層上部の新しい流れによって侵食もしくは充填された可能性が高い。ただし、よ

り新しい流れと貝類を含むレンズとの境界は明瞭ではなく、また、均質な泥を主体とした

細粒堆積物であり、氾濫原堆積物によるものとみられる。 

貝類を含むレンズのマトリックスから得た試料の微化石分析の結果、堆積当時の古環境

は次のように推定された。試料名は、E24.55E.L.-0.1 である。珪藻分析では化石の産出数

が少ないものの、種の生態性と群集の特徴は、湿地環境を示す種が複数種産出すること、

内湾性の珪藻も産出することが示唆される（表２）。また、花粉分析では、個体数が 100 未

満と少ないものの、木本花粉の割合が高く、アカガシ亜属、ハンノキ属、マツ属が多い（表

３）。草本花粉ではイネ科が多く、水生シダ植物のサンショウモが含まれる。すなわち、少

数ながらも陸生の環境を示す花粉が産出する。さらに、有孔虫の分析結果からは、膠着質

殻種が主に産出し、潟から内湾湾奥、汽水湖の低〜中塩分汽水域であったと推定される（表

４）。よって、堆積時の環境はチャンネル内の陸生湿地であった場所へ、一時的に海域から

海水と内湾の底質が流入したものと考えられる。これらを踏まえると、貝類を含む泥質の

レンズが少なくとも陸側からの流れによって運ばれたとは考えにくく、海側から運ばれた

イベント堆積物であると判断できる。 

イベント堆積物としての成因は、江戸時代中期に生じた津波もしくは高潮に伴う堆積物

の可能性が考えられる。チャンネル充填堆積物内のイベント堆積物付近には、江戸時代中

期のきせるの吸い口や陶器片が雑多に出土した。きせるの吸い口は、２本揃って並んだ状

態で産出している。並んだ状態が流れの中で保たれるとは考えにくいため、堆積時には紐

等の何らかで２本を縛った状態であったと考えられる。トレンチ壁面の表面に吸い口のみ

が刺さった状態で出土したため、羅宇（本体部分）や火皿はトレンチ掘削時に消失した可

能性が高い。また、きせるの吸い口は真鍮製で重量がある一方で、レンズのマトリクスや

上下の地層が泥を主体とするため、陸上の土石流のようなサイズが異なる粒子の混相流で

あった可能性が高い。 

現時点では、津波堆積物か高潮に伴う堆積物のいずれかを断定できる証拠はないが、周

辺で知られている歴史記録からは、西暦 1707 年宝永地震に伴う津波堆積物の可能性があ

る。西条市周辺の宝永地震に伴う沈降現象について、柴田（2017）により詳細にまとめら

れている。調査地の氷見乙地区直近では、宝永地震に伴う地震時の沈降量は知られていな

いが、調査地から北西へ約３km 離れた広江村では 1.0〜1.5ｍと推定されている（柴田，

2017）。また、元禄四年春（西暦 1691 年）に開発された、沿岸域の深の州外新田が宝永地

震の津波に伴い、木村家の居宅と共に欠潰したとされる（秋山，1952；九門，1966；柴田，

2017）。翌年に復旧工事に着手し、宝永六年（西暦 1709 年）に完成したが、同年秋にも高

潮による被害を受け、自力に及ばないためそのままにしたとの記録があるらしい（柴田，
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2017）。よって、調査地近傍においても宝永地震に伴う津波が襲来したものと考えられる。 

イベント堆積物の年代は江戸時代中期頃とみられるため、現状では宝永津波に伴うもの

と判断できる。宝永地震の２年後にも深の州外新田では高潮による新田の被害が報告され

ているが、宝永津波では新田とともに居宅にも被害を生じる程であったとされる。よって、

現時点で知られている限り、宝永津波に伴う被害の方が高潮被害よりも明らかに大きい。

そのため、調査地のトレンチ壁面でみられる、カキ・二枚貝やきせる、陶器片など雑多な

イベント堆積物は、現時点では 1707 年宝永地震に伴う津波による可能性があると判断し

た。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

令和６年度は、中央構造線断層帯の石鎚山脈北縁西部区間の川上断層において、変位履

歴に基づく連動性評価を実施するための基礎的なデータを野外地形地質調査により取得し

た。横ずれ断層に沿う上下変位量に基づく変位履歴によって過去の連動型イベントを判別

する新たな評価手法を確立するため、昨年度に引き続き、川上断層で複数回の地震時変位

量と平均活動間隔等を明らかにした。 

石鎚山脈北縁西部区間の東端を構成する川上断層は、西条平野のプルアパート盆地の北

縁を限る断層である。川上断層条の氷見乙地区において、ドローン LiDAR 計測、トレンチ

調査、ボーリング調査を実施した。周辺の活断層分布は、おおむね東西走向で延びる溝状

凹地を形成する。トレンチ調査は、北側の断層トレースを横断して掘削し、最新活動と地

震時の撓曲変形、上下変位量等を明らかにした。最新活動は、放射性炭素同位体年代測定

や考古学遺物の年代から、約 2300 年前から江戸時代中期以前と推定される。この年代は、

従来の川上断層の最新イベントに対比される、西暦 1596 年文禄（慶長）伊予地震と矛盾し

ない。また、トレンチ壁面では、最新活動層準を覆うチャンネル堆積物を充填するイベン

ト堆積物がみいだされた。このイベント堆積物は、カキ、二枚貝、きせるの吸い口、陶器

片などを含む雑多な堆積物であり、マトリクスは泥と砂からなる。微化石分析の結果、陸

生植物の花粉、珪藻分析では湿地及び内湾の混合種、有孔虫では底生有孔虫を含む潟から

内湾湾奥の汽水性種が検出された。マトリクスに含まれる江戸時代中期の遺物や周辺の歴

史記録から判断して、このイベント堆積物は西暦 1707 年宝永地震に伴う津波による可能

性がある。 

さらに、調査地の凹地を横断する群列ボーリング調査の結果、深さ約 20ｍまでの地質断

面において、過去４回の古地震イベントが検出された。個別のイベント発生時期は特定で

きていないが、K-Ah 火山灰降灰以降に３回のイベントが認められ、平均活動間隔は 2700〜

3600 年と推定される。各イベントに伴う上下変位量は、新しいものからイベント１：1.2

ｍ、イベント２：1.8ｍ、イベント３：2.2ｍ、イベント４：1.5ｍと計測された。これらは、

平均 1.7ｍ±0.4ｍであり、おおむね同程度の変位が繰り返されているが、最大で１ｍ、２

倍弱のばらつきを示している。これらの変位量の差は、連動型イベントの範囲を反映して

いる可能性もある。したがって、今後、個別の正確な活動時期に基づき詳細な変位履歴を

復元し、周辺断層との連動型イベントの判別や頻度の推定を詳しく行う必要がある。 

以上のように、令和６年度は昨年度に引き続き、横ずれ断層によるプルアパート盆地を

伴う活動区間境界付近において、上下変位の変位履歴から連動型イベントを判別する手法
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を検討した。中央構造線断層帯全体の連動性評価を高い信頼度で行うためには、引き続き

調査手法を改良し、多地点で効率的に多数回の変位履歴を復元していく必要がある。さら

に、これまでの連動型地震の発生確率算出はポアソン過程に基づいて実施しており、BPT モ

デルなど他の統計モデルによる評価手法も持続的に検討し、連動確率算出手法の高度化を

図っていく必要がある。 
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表１ 西条市氷見乙地区における放射性炭素同位体年代測定の結果 
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表２ 珪藻分析の結果 
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表３ 花粉分析の結果 
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表４ 有孔虫分析の結果 
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図１ 中央構造線断層帯（四国）の位置と本研究で対象とする活動区間。 

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2017）に加筆。 

 

 

 

図２ 中央構造線断層帯・讃岐山脈南縁東部区間及び西部区間の分布と位置。 

基図は、産総研活断層データベース・地質図Navi、国土地理院陰影起伏図。 
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図３ 石鎚山脈北縁区間と石鎚山脈北縁西部区間の境界付近の活断層分布。 

国土地理院・地理院活断層図（中田・他，1998；堤・他，2000）に加筆。 

 

 

図４ 西条市氷見乙地区周辺の高精細 DEM と調査位置。 

活断層線を赤色線（ドットは伏在断層）で示す。基図はドローン LiDAR による 0.1ｍメッ

シュ DEM。  



 23 

 

 

図５ 西条市氷見乙地区周辺の地形断面図。 

上段が地形断面-1、下段が地形断面-2。測線位置は図４に示す。 
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図６ 西条市氷見乙地区トレンチの写真（展開図）。  
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図７ 西条市氷見乙地区トレンチの写真（東壁面）。  
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図８ 西条市氷見乙地区トレンチの写真（西壁面）。 
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図９ 西条市氷見乙地区トレンチのスケッチ（展開図）。  
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図 10 西条市氷見乙地区トレンチのスケッチ（東壁面）。 

  



 29 

 

図 11 西条市氷見乙地区トレンチのスケッチ（西壁面）。 
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図 12 西条市氷見乙地区トレンチから産出した遺物と生物遺骸。 

考古学的遺物の年代は、主に愛媛県教育委員会、西条市教育委員会による。 
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図 13 西条市氷見乙地区におけるボーリングコア（SJHM-01 孔）の写真。 
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図 14 西条市氷見乙地区におけるボーリングコア（SJHM-02 孔）の写真。 
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図 15 西条市氷見乙地区におけるボーリングコア（SJHM-03 孔）の写真。 

水色のバーと白文字の数字は、微化石分析試料の採取位置。 
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図 16 西条市氷見乙地区におけるボーリングコア（SJHM-04 孔）の写真。 
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図 17 西条市氷見乙地区におけるボーリングコア（SJHM-05 孔）の写真。 
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図 18 西条市氷見乙地区におけるボーリングコア（SJHM-06 孔）の写真。 
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図 19 西条市氷見乙地区における地形地質断面。 

上段は地形断面-1、下段は地形断面-2。測線位置は図４に示す。 
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図 20 西条市氷見乙地区における詳細地質断面図と古地震イベント。 

測線の位置は、図４に示す。 
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３．１．２ 歴史文書の収集分析に基づく地震活動の検討 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 歴史文書の収集分析に基づく地震活動の検討 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

公益財団法人地震予知総合研究振興会 

公益財団法人地震予知総合研究振興会 

副主席主任研究員 

副主任研究員 

榎原 雅治 

水野 嶺 

 

(c) 業務の目的 

中央構造線断層帯の周縁に位置する四国・中国・九州地域で起きた地震活動を歴史史料か

ら抽出する。 

 

(d) 年度毎の実施業務の要約 

1) 令和５年度： 

中央構造線の周縁の活断層帯で起きた地震活動を歴史史料から抽出した。香川県域

の史料のほか、地震史料としては未調査の愛媛県宇和島市・大分県佐伯市・熊本県熊

本市の史料の調査に着手した。 

2) 令和６年度： 

中央構造線の周縁の活断層帯で起きた地震活動を歴史史料から抽出した。愛媛県西

条市の史料のほか、地震史料としては未調査の愛媛県宇和島市・大分県佐伯市・熊本

県熊本市・阿蘇市などの史料の調査を進めた。 

3) 令和７年度： 

中央構造線の周縁の活断層帯で起きた地震活動を歴史史料から抽出する。広島県

域の史料のほか、地震史料としては未調査の愛媛県宇和島市・大分県佐伯市・熊本県

熊本市などの史料の調査を継続する。 

  

(2) 令和６年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

中央構造線の周辺に位置する四国・九州地域の近世の日記史料を主たる対象として、機

器による地震観測が開始される以前の有感地震情報を収集した。日記史料を対象としたの

は、同一地点での有感地震が、同一人物によって記録されており、有感地震の長期的な変

動状況を均質な基準で把握できる可能性が高いためである。また被害を出した大きな地震

だけでなく、中小の地震についても把握できる可能性がある。 

本年度は愛媛県小松藩・宇和島藩・大分県佐伯藩の公用日記、および熊本県熊本藩と阿

蘇地域の寺院の日記を調査し、『増訂大日本地震史料』（震災予防評議会、1975-1976）、『新

収日本地震史料』(東京大学地震研究所、1981-1994)に未収録の地震情報を収集した。また
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近世後期の地震発生状況の調査地点ごとの時間的な推移を調査し、1853～1854 年の阿蘇の

火山活動と地震の時系列的な関係、18～19 世紀における伊予小松（現在の愛媛県西条市）

で感知された地震について検討した。また 1596 年９月１日の慶長伊予地震の発生時刻に

ついて検討した。 

 

(b) 業務の成果 

1) 西条市小松温芳図書館所蔵「小松藩会所日記」享保元年（1716)～寛政 12 年（1800）、

文化６年（1808）～万延元年（1860）、同館所蔵「高鴨神社神主日次記録」文政２年（1819）

～明治 10 年（1877）を部分調査した（表１）。 

 

 

 

 

2) 宇和島伊達文化保存会所蔵「宇和島伊達家文書」のうち各種藩日記の天和年間（1681

～1684）、宝永７年（1710）～享保 12 年（1722）、文化２年（1805）～同４年（1807）、嘉

永１年（1848）～嘉永６年（1853）を部分調査した。 

 

3) 佐伯市歴史資料館所蔵の「佐伯藩政資料」のうち「郡方町方日記」延享２年（1745）

～安永３年（1774）を調査した。 

 

4) 熊本大学寄託「永青文庫史料」のうち「機密間日記」宝暦 7 年（1757）～同 14 年

（1764）、天保２年（1831）～14 年（1843）、「阿蘇宮司家文書」のうち「宮司日記」天保６

年（1835）～同８年（1837）、「西巌殿寺文書」のうち「学頭日記」元文４年（1739）、延享

２～３年（1745・1746）、宝暦３年（1753）を調査した。また熊本博物館所蔵「城野家文書」

のうち「城野静軒日記」弘化２年（1845）～明治５年（1872）を調査した。 

 

5) 上記史料については各所蔵機関において調査し、それぞれ既刊の地震史料集に未収
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録の地震に関する情報を収集することができた。出張期間中に判読・記録できる量には限

りがあるため、史料撮影専門の業者による撮影を行い、出張終了後に撮影データによって

調査を行った。 

 

6) 1596 年９月１日の慶長伊予地震を記録した「薬師寺大般若経第十七巻奥書」「小松邑

誌」、および同日の慶長豊後地震・津波を記録した「由原宮年代略記」「三浦家文書」「東槎

録」によって二つの地震の発生時刻を再検討した。（図１、図２）） 

 

 

 

榎原雅治「文禄五年豊後地

震に関する文献史学から

の検討」より 



 42 

(c) 結論ならびに今後の課題 

1) 1853 年９月～1854 年５月にかけて阿蘇地域固有の地震が感知されている。1854 年２

月～４月には阿蘇山で噴湯、降灰があるので、これは火山性の地震動と推定される。1854

年夏には降灰による不作となっているので降灰は夏ごろまで続いたらしい。11 月にも阿蘇

固有の地震が感知されている。なお、翌月には安政南海地震が発生している。 

2) 中央構造線に近い伊予小松藩会所日記の 1716 年から 1860 年の伊予小松藩の会所日

記の大半の調査を行った結果、地震記事のある日数は 1854 年の安政大地震以前 29 日、以

後 86 日であった。1854 年以前の記事において、地震被害を記録した記事は見つからなか

った。若干の未調査期間があり、次年度に調査の予定である。17 世紀の日記史料は小松に

は存在しないが、次年度は可能な限り周辺地域での調査を行う。 

3) 1822 年４月 14日と 1823 年６月９日には、小松だけで記録された地震が見つかった。

被害の生じない小さな地震であるが、次年度はこの日を意識した調査を周辺地域で実施す

る。 

4) 愛媛県の中央構造線周辺において大規模な被害をともなう直近の地震は、現時点で

は 1596 年９月１日の慶長伊予地震である。地震発生時刻を再検討した結果、午後７時過ぎ

で、これは豊後地震にやや遅れると考えることができる。各地で記録された地震感知の時

刻、被害の生じた地域の絞り込みについては、次年度さらに検討する。 

 

 

(d) 引用文献 

榎原雅治，文禄五年豊後地震に関する文献史学からの検討，日本歴史，865，18-36，2020． 
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３．２ 地殻応力場と震源断層形状推定のための微小地震解析 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 地殻応力場推定のための微小地震解析 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

主任研究員 

上級主任研究員 

副研究部門長 

椎名 高裕 

内出 崇彦 

今西 和俊 

 

(c) 業務の目的（業務全般の基本的な目的を明確に記載する。） 

中央構造線断層帯周辺の地殻応力場の情報を整理し、３次元速度構造を用いて微小地震

の震源位置を精密に再決定する。また、地震の震源分布やメカニズム解を用いて震源断層

の地下形状を推定する。 

 

(d) 年度毎の実施業務の要約 

1) 令和５年度： 

対象断層帯周辺で発生した地震のメカニズム解や地殻応力場の情報を整理し、対象

断層帯に適切な地殻応力場を提示した。 

2) 令和６年度： 

三次元地震波速度構造を用い、対象断層帯周辺で発生した地震の震源再決定を行っ

た。地震の震源分布から地震発生層の下限深さを検討した。 

3) 令和７年度： 

断層帯周辺の微小地震の分布やメカニズム解等から断層形状を推定し、地殻応力

場や隣接する断層セグメントとの関係を検討する。 

 

(2) 令和６年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

紀伊半島西部で発生した地震の震源位置を、３次元速度構造を用いて再決定し、中央構

造線断層帯周辺における地殻内地震の震源分布の特徴を調べた。その結果、中央構造線断

層帯付近では地殻内地震が深さ５～10km 程度に分布することを確認した。中央構造線断層

帯南側の群発地震域から続く地震活動の分布はおおむね地表の中央構造線断層帯直下まで

確認でき、その北側では地震の分布が疎となる。なお、中央構造線断層帯近傍に注目する

と、地表の中央構造線断層帯の南側と北側で発生する地震の深さの差はあまりないように

みえる。再決定した地殻内地震の震源分布から見積もられる D90、D95、D100 はそれぞれ

9.8km、10.1km、10.8km となった。この深さは四国地方の中央構造線断層帯に比べて浅く、

紀伊半島西部では地震発生層下限がより浅い深さに位置していることを示していると考え
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られる。 

 

(b) 業務の成果 

1) 地殻内地震の震源位置の再決定 

紀伊半島西部周辺で発生した地震に対して、３次元地震波速度分布を用いた震源位置の

再決定を実施した。本研究では、気象庁一元化震源カタログに掲載された地震のうち、20

05年１月から2024年１月までに発生したマグニチュード1.0以上かつ深さ０～50kmに位置

する地震を用いた。対象となった地震の数は43,097個であり、使用した観測点は104点であ

る（図１）。３次元地震波速度構造にはMatsubara et al.（2022）が構築したモデルを使用

した。図２にＰ波速度分布とＳ波速度分布を示す。気象庁がルーチンの震源決定で使用す

る１次元速度構造モデル（JMA2001モデル（上野・他，2002））と比較すると、深さ５～20

kmにおいて、地震波速度の速い領域が中央構造線断層帯の北側に、遅い領域が南側にそれ

ぞれモデル化されている（図３）。また、深さ30km以深では沈み込むフィリピン海プレート

に対応する高速度異常域が明瞭にイメージされている。同様の特徴は、同地域の地震波速

度構造を精査したNakajima（2023）でも確認できる。震源の再決定にはマルコフ連鎖モン

テカルロ法（MCMC法）による震源位置と観測点補正値の同時推定手法を用いた。この手法

は震源位置と観測点補正値、１次元速度構造を同時に推定するShiina and Kano（2022）の

方法を、震源位置と観測点補正値の推定に最適化している。MCMC法の適用により、モデル

パラメータ（ここでは、震源位置と観測点補正値）の事後確率分布をサンプリングするこ

とで、それらの推定とその不確定性の評価を可能とする。以降ではサンプリングされた事

後確率分布の平均値を推定結果とみなす。図４は本研究により得られた地殻内地震の震源

位置の分布と観測点補正値である。なお、深さ方向と水平２成分のそれぞれについて周辺

化した震源位置の事後確率分布から算出される標準偏差が、水平方向では0.8km以上、深さ

方向では1.6km以上となった地震は除外した。これらの閾値は各方向で計算された標準偏

差の平均値の２倍に対応する。 
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図１ 震源位置の再決定に用いた地震の(a)震源位置と(b)観測点の分布。(a) 気象庁一元

化震源カタログのうち、白領域内で発生した地震を用いた。カラースケールは震源の深さ

を示す。(b) 逆三角は観測点の位置を示す。黒線は中田・今泉（2002）による地表活断層

の位置を示す。 
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図２ 紀伊半島周辺におけるMatsubara et al.（2022）の地震波速度構造モデル。(a) Ｐ

波速度構造。(b) Ｓ波速度構造。黒線は中田・今泉（2002）による地表活断層の位置を示

す。 
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図３ 紀伊半島周辺におけるMatsubara et al.（2022）の地震波速度偏差分布。偏差を計

算する基準はJMA2001速度モデル（上野・他，2002）とした。(a) Ｐ波速度偏差分布。(b)

 Ｓ波速度偏差分布。黒線は中田・今泉（2002）による地表活断層の位置を示す。 
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図４ 再決定した地震の震源分布と観測点補正値。(a) 再決定後の震源分布。ここでは、

深さ20km以浅の地震の震源位置のみを示す。カラースケールは震源の深さを示す。黒線は

中田・今泉（2002）による地表活断層の位置を示す。(b) Ｐ波到達時刻に対する観測点補

正値。(c) Ｓ波到達時刻に対する観測点補正値。正の補正値は、理論走時に対して観測走

時が遅れていることを表す。 

 

2) 地殻内地震の震源分布の特徴 

紀伊半島西部の中央構造線断層帯付近で発生した地殻内地震の震源分布を図５に示す。

Matsubara et al.（2022）の３次元速度構造を用いた場合、中央構造線断層帯付近の地殻

内地震は深さ５～10km付近により集中して再決定される（図５）。この深さ分布は気象庁一

元化震源カタログの値に比べて同程度かやや浅い。図１に見られるように、中央構造線断

層帯南側には群発的な地震活動が存在する（例えば、Maeda et al.，2018）。３次元速度構

造を用いて再決定された震源分布からも同様の特徴が確認できる。すなわち、この群発地

震活動域から続く地殻内地震の分布はおおむね地表の中央構造線断層帯直下まで確認でき

る（図５(b)の測線Ａ～Ｂと測線Ｆ～Ｈ）。また、中央構造線断層帯北側では地震の分布が

疎となるものの、いくつかの地震のクラスタが存在する（図５(b)の測線Ｃ～Ｅ）。なお、

先行研究（例えば、Nakajima, 2023）でも指摘されているように、群発地震活動域内部に

は面状の震源分布が複数認められる（図６）。目視による検討から、これらの震源分布は東

西方向に広がり（図６(a)）、北傾斜あるいは南傾斜の分布であることが推測される（図６

(b)の測線Ａ～Ｆ）。 

再決定により得られた地殻内地震は、地震波速度の高速度異常域あるいはその周辺に分

布する（図７、図８）。地表の中央構造線断層帯の南側と北側で低速度異常域と高速度異常

域がそれぞれ卓越する構造的特徴は、四国地方（例えば、文部科学省研究開発局・産業技

術総合研究所，2023）と同様に、地質境界としての中央構造線が北傾斜の構造を持つこと

を反映すると考えられる。一方で、中央構造線北側の地震は主に高速度異常域に位置して

おり、地質境界としての中央構造線との関係は明瞭とは言いにくい。また、地表の中央構

造線断層帯直下に対応する群発地震活動域から続く地殻内地震の分布の北限に明らかに関
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連する構造的特徴も地震波速度構造から見出すことは難しい。 

 

 

図５ 中央構造線断層帯付近における再決定後の地殻内地震の震源分布。(a) 震央分布。

深さ20km以浅の震源のみを示す。カラースケールは震源の深さを示す。黒線は中田・今泉

（2002）による地表活断層の位置を示す。(b) 鉛直断面図。黒丸と淡赤丸は再決定後と前

（気象庁一元化震源カタログ）の震源位置をそれぞれ表す。濃赤四角は中央構造線（MT

L）の地表位置に表す。各断面の測線の位置は(a)を参照。 

 

 

 

図６ 紀伊半島西部における再決定後の地震の震源分布。(a) 震央分布。カラースケール

は震源の深さを示す。黒線は中田・今泉（2002）による地表活断層の位置を示す。(b) 鉛

直断面図。黒丸と淡赤丸は再決定後と前（気象庁一元化震源カタログ）の震源位置をそれ

ぞれ表す。濃赤四角は中央構造線（MTL）の地表位置に表す。各断面の測線の位置は(a)を

参照。矢印は目視により推定した面上の震源分布を示す。 
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図７ 地震波速度構造（Matsubara et al.，2022）との比較。地震波速度偏差は図示領域

の平均速度からの偏差として算出。黒丸は震源位置を示す。灰線は海岸線および中田・今

泉（2002）による地表活断層の位置を示す。 
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図８ 鉛直断面による地震波速度構造（Matsubara et al.，2022）との比較。速度偏差は

対象領域で算出した平均的な１次元速度モデルからの偏差として算出。黒丸は震源位置を

示す。赤四角は中央構造線（MTL）の地表位置を示す。各断面の測線の位置は図７(a)を参

照。 

 

3) 地震発生層下限深さの検討 

３次元速度構造を用いて再決定した震源分布に基づいて地震発生層下限深さの検討を

行った。本研究では、地震発生下限の深さを特徴付ける指標としてD90およびD95、D100を

用いた。図９(a)は中央構造線断層帯付近のD90およびD95、D100の空間分布であり、緯度と

経度それぞれを0.025度ごとに区分した領域内に８個以上の地震が分布する地点の値を示

す。D90、D95、D100に共通した特徴として、中央構造線断層端の北側では南側に比べて地

震発生層の下限深さが深くなる傾向がある。なお、気象庁一元化カタログと比較すると、

D90等の値は中央構造線断層帯近傍では浅く、群発地震活動域では深い値となった（図９

(b)）。 

中央構造線断層帯からおおむね2.5km以内に再決定された地殻内地震から計算されるD9

0とD95、D100はそれぞれ9.8km、10.1km、10.8kmである。同様の検討を行った四国地方の中

央構造線断層帯ではD90で10～20km程度、D95で10～25km程度、D100で10～30km程度の深さ

が見積もられている（文部科学省研究開発局・産業技術総合研究所，2023）。したがって、

四国地方と比べた場合、紀伊半島西部では中央構造線断層帯付近における地震発生層の下

限が相対的に浅い深さに位置している可能性がある。 
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図９ (a) ３次元速度構造を用いて決定した地殻内地震の震源分布から計算したD90およ

びD95、D100の深さ分布と(b) 気象庁一元化震源カタログとの比較。カラースケールは深

さの差を示し、正の値は本研究で算出した地震発生層下限深さが深いことを示す。 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

紀伊半島西部の中央構造線断層帯周辺で発生した地震の震源位置を再決定し、震源分布の

特徴や地震発生層下限深さを検討した。Matsubara et al.（2022）の３次元地震波速度構造

を用いて震源位置を再決定すると、中央構造線断層帯付近の地殻内地震は５～10km程度に集

中して分布する。 

中央構造線断層帯南側の群発地震域から続く地震活動の分布はおおむね地表の中央構造線

断層帯直下まで確認でき、その北側では地震の分布が疎となる。D90およびD95、D100を用い

て地震発生層の下限深さを評価すると、中央構造線断層帯北側では南側に比べて下限深さが

深くなる傾向がみられた。中央構造線からおおむね2.5km以内に位置した地殻内地震から見積

もられる地震発生層下限深さはD90で9.8km、D95で10.1km、D100で10.8kmである。これらの値

は四国地方の中央構造線断層帯付近で求められた値に比べて小さく、紀伊半島西部の中央構

造線断層帯付近では地震発生層の下限深さが相対的に浅い深さに位置している可能性を示唆

する。 

次年度は、本年度の震源再決定の結果に基づいて地震の震源位置やメカニズム解の分布等

を精査し、中央構造線断層帯周辺に存在する震源断層の形状やその地殻応力場との関係を検

討する。 

 

謝辞：気象庁一元化震源カタログを使用いたしました。図はGeneric Mapping Tools（W

essel and Smith，2013）で作成しました。 
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３．３ 活動履歴を考慮した動的破壊シミュレーションによる連動性評価 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 活動履歴を考慮した動的破壊シミュレーションによる連動性評価 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

主任研究員 

主任研究員 

加瀬 祐子 

浦田 優美 

 

(c) 業務の目的 

活動履歴や地震時変位量等を考慮した動的破壊シミュレーションについて、エネルギー収

支による連動可能性のスクリーニングとともに実施し、連動可能性とその条件を検討する。 
 

(d) 年度毎の実施業務の要約 

1) 令和５年度： 

最新活動の地震後経過時間と地震時変位量を説明できる震源モデルを推定した。 

2) 令和６年度： 

前年度の成果等を基に、次の活動で起こり得る震源モデルのプロトタイプを検討し

た。 

3) 令和７年度： 

本課題で得られた成果等を基に、最新活動の震源モデルを見直すとともに、次の活

動で起こり得る連動のパターンを検討する。 

  

(2) 令和６年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

動的破壊シミュレーションを基に、連動可能性とその条件を議論するためには、断層帯

の置かれた条件を反映した動力学的震源モデルを構築する必要がある。今年度は、昨年度

の業務で中央構造線断層帯四国陸域４区間の最新活動の変位履歴と調和的な連動イベント

が得られた震源モデルを対象として、連鎖（続発）するイベントの連動パターンを検討し

た。その結果、石鎚山脈北縁区間と同西部区間が連動するイベントに続いて、讃岐山脈南

縁東部区間と同西部区間が連動するイベントが連鎖するという最新活動の変位履歴と歴史

史料を共に満たす連動・連鎖パターンが得られた。 

 

(b) 業務の成果 

1) 今年度の検討対象とする震源モデル 

文部科学省・産業技術総合研究所（2023）では、変位履歴から、讃岐山脈南縁東部区間

と同西部区間が連動するイベントと石鎚山脈北縁区間と同西部区間が連動するイベントが、
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別々に、しかし、おおむね同時期に発生した可能性が高いとしている。また、歴史資料か

らは、両イベントを含めて、西から東へと連鎖的にイベントが生じたとしている。一方、

文部科学省・産業技術総合研究所（2024）は、中央構造線断層帯讃岐山脈南縁東部区間、

同西部区間、石鎚山脈北縁区間、同西部区間を対象として、活動履歴の情報を基に、最新

活動直前の応力場を推定し、これを反映した動的破壊シミュレーションを行った。その結

果、破壊開始点の位置と各区間の最新活動直前の地震後経過率によって、５つの連動パタ

ーンが得られ、変位履歴と調和的な先発イベントとして、讃岐山脈南縁東部区間と同西部

区間が連動するイベント、および、石鎚山脈北縁区間と同西部区間が連動するイベントが

得られた。そこで、変位履歴と調和的な先発イベントを得ることのできた震源モデルを対

象として、先発イベント後の応力場を初期応力モデルとして動力学的破壊シミュレーショ

ンを行い、続発するイベントの連動パターンが文部科学省・産業技術総合研究所（2023）

の連動・連鎖パターンと一致するか否かを検討する。 

文部科学省・産業技術総合研究所（2024）で石鎚山脈北縁区間と同西部区間が連動する

先発イベントを得ることができた震源モデルは、石鎚山脈北縁西部区間の平均活動間隔と

１つ前のイベントの活動時期の組み合わせが２通り、讃岐山脈南縁西部区間の組み合わせ

が３通りの計６モデル（表１(a)）、讃岐山脈南縁東部区間と同西部区間が連動するイベン

トを得ることができた震源モデルは、石鎚山脈北縁西部区間の平均活動間隔と１つ前のイ

ベントの活動時期の組み合わせが４通りの計４モデル（表１(b)）であった。ここではこの

10 モデルを対象として、続発イベントの検討を行う。 
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表１ 検討対象とするモデルのパラメータセット。 

(a) 石鎚山脈北縁西部区間と石鎚山脈北縁区間が連動するイベントが先発するモデル。 

区間名 石鎚山脈北縁西部 

（Ishizuchi W.） 

石鎚山脈北縁 

（Ishizuchi） 

讃岐山脈南縁西部 

（Sanuki W.） 

讃岐山脈南縁

東部 

（Sanuki E.） 

平均活動

間隔 [年] 

1300 700 1500 1100 1200 1000 1200 

１つ前の 

活動の 

活動時期 

[年] 

100 700 200 400 400 600 300 

最新活動

時期[年] 

1400 1400 1700 1500 1600 1600 1500 

 

(b) 讃岐山脈南縁西部区間と同東部区間が連動するイベントが先発するモデル。 

区間名 石鎚山脈北縁西部 

（Ishizuchi W.） 

石鎚山脈北縁 

（Ishizuchi） 

讃岐山脈

南縁西部 

（Sanuki 

W.） 

讃岐山脈

南縁東部 

（Sanuki 

E.） 

平均活動

間隔 [年] 

700 1300 1300 800 1500 1100 1200 

１つ前の 

活動の 

活動時期 

[年] 

800 200 300 800 200 400 300 

最新活動

時期[年] 

1500 1500 1600 1600 1700 1500 1500 
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2) 断層モデル 

断層モデルと媒質モデルは、文部科学省・産業技術総合研究所（2024）に従い、以下の

ように決定した。 

断層モデル各区間の走向と長さは、都市圏活断層図（後藤・他，1998；中田・他，1998；

岡田・他，1998；堤・他，1998；後藤・他，1999；中田・他，1999；岡田・他，1999；堤・

他，1999；中田・他，2009；岡田・他，2009；岡田・他，2014）を基に決定した（図１）。 

傾斜角について、地震調査研究推進本部（2017）では、中角度と高角度を併記している

が、文部科学省・産業技術総合研究所（2023）を参考に、高角度（鉛直）の場合のみを扱

うこととした。また、断層幅を 20km とした。以上のように決定した断層モデルの各パラメ

ータを、表２にまとめる。 

媒質は和泉層群、三波川変成岩、四万十帯の水平３層構造とし、伊藤・他（1996）、Ito 

et al.（1996）、Nakajima and Hasegawa（2007）の紀伊半島・中国四国地方のモデル、文

部科学省・東京大学地震研究所（2020）、日本列島基盤岩類物性データベース（大熊・金谷，

2007）を参考に、表３のように仮定した。



 59 

表２ 本研究で用いた断層モデルのパラメータ。讃岐山脈南縁東部区間と同西部区間の間は、幅 0.6km の左ステップで長さ 0.6km のギャ

ップで、讃岐山脈南縁西部区間と石鎚山脈北縁区間の間は、幅 1.4km の右ステップで長さ 17.4km のオーバーラップで、石鎚山脈北縁区間

と同西部区間の間は、幅 1.8km の右ステップで長さ 11.4km のオーバーラップで区切られている。 

区間名 讃岐山脈南縁西部 

（Sanuki W.） 

讃岐山脈南縁東部 

（Sanuki E.） 

石鎚山脈北縁西部 

（Ishizuchi W.） 

石鎚山脈北縁 

（Ishizuchi） 

走向 N71.8˚E N84.2˚E N72.9˚E N80.8˚E N77.3˚E N74.4˚E N60.2˚E N71.8˚E N71.8˚E 

長さ [km] 22.4 11.0 23.4 24.6 52.2 15.6 14.8 11.4 28.0 

傾斜角 90˚ 90˚ 90˚ 90˚ 

地震発生層の深さ

[km] 

20 20 20 20 

幅 [km] 20 20 20 20 
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表３ 本研究で用いた速度構造モデル。 

上端の深さ [m] P 波速度 [m/s] S 波速度 [m/s] 密度 [kg/m3] 

0 3000 1700 2450 

1000 5800 3000 2650 

6000 6100 3600 2680 

 

 

 

図１ 本研究で用いた断層モデル。地理院地図（国土地理院）に加筆。 

 

 

 

3) 続発イベント直前の応力場モデル 

広域応力場と摩擦係数、臨界すべり量（Dc）は、文部科学省・産業技術総合研究所（2024）

と同様のモデルを用いた。その上で、1)で述べた 10 モデルについて、先発イベントのシミ

ュレーションで得られた最終応力場を、先発イベント直後、すなわち、続発イベント直前

の応力場とした。この応力場は、先発イベントによる応力擾乱を受けている。このときの

剪断応力と動摩擦応力との差を、広域応力場から想定される「満期」の応力降下量で割っ

た値が、続発イベント直前の地震後経過率にあたる（図２）。 

続発イベントの破壊は、地震後経過率が１を越える領域から始まると考えられるが、そ

の中でも特に、先発イベントの破壊によって法線応力が低下した、すなわち、静摩擦応力

が低下して破壊しやすくなった領域（図３）から続発イベントの破壊が始まるとした。こ

の条件下では、石鎚山脈北縁区間と同西部区間が連動するイベントが先発するモデルでは、

破壊は讃岐山脈南縁西部区間の石鎚山脈北縁区間とのオーバーラップ部分のやや東から始

まると考えられる。一方、讃岐山脈南縁東部区間と同西部区間が連動するイベントが先発

するモデルでは、破壊が始まると考えられる領域が、石鎚山脈北縁区間と同西部区間それ

ぞれの讃岐山脈南縁西部区間とのオーバーラップ部分のやや西に存在するため、両区間そ

れぞれから破壊が始まる場合を検討した。 
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(a)

 
(b)

 

図２ 続発イベント直前の地震後経過率分布。右端の数値は、上から、それぞれの区間の

最新イベント直前の地震後経過率（左から、石鎚山脈北縁西部区間、石鎚山脈北縁区間、

讃岐山脈南縁西部区間、讃岐山脈南縁東部区間の値）、現在の地震後経過率、地震モーメ

ントを示す。星印は、先発イベントの破壊開始領域を示す。(a) 石鎚山脈北縁区間と同西

部区間が連動するイベントが先発する場合。(b) 讃岐山脈南縁東部区間と同西部区間が連

動するイベントが先発する場合。 
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(a)

 
(b)

 

図３ 先発イベントの破壊による法線応力変化分布。図の詳細は、図２と同様。(a) 石鎚

山脈北縁区間と同西部区間が連動するイベントが先発する場合。(b) 讃岐山脈南縁東部区

間と同西部区間が連動するイベントが先発する場合。 
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4) 断層面の境界条件 

断層面の境界条件は、文部科学省・産業技術総合研究所（2024）と同様に、Coulomb の破

壊基準とすべり弱化の摩擦構成則（図４；Ida, 1972；Andrews, 1976）を仮定し、弾性体

の運動方程式を数値的に解くことによって、断層面上の破壊伝播過程を求めた。また、断

層面上で一様な cohesion を考慮し、内田・他（2002）、古谷（2015）を参考に、0.02MPa と

仮定した。 

 

 

図４ 本研究で用いたすべり弱化の摩擦構成則。μ0は摩擦係数の初期値で、初期剪断応

力を法線応力で割った値である。 

 

 

5) 数値計算手法 

数値計算は、文部科学省・産業技術総合研究所（2024）と同様に、差分法（Kase and Day, 

2006）を用いた。空間グリッド間隔は、断層面内方向に 200ｍ、断層面外方向に 200ｍ、時

間刻みは、0.01 秒とした。 

上記の条件で、破壊開始領域を変えて数値計算を行い、連動パターンを検討するととも

に、得られたすべり量分布と、実際の１回の活動によるすべり量を比較した。１回の活動

によるすべり量について、地震調査研究推進本部（2017）では、讃岐山脈南縁東部区間で

２〜７ｍ程度の右横ずれ、讃岐山脈南縁西部区間で２〜７ｍ程度の右横ずれ、石鎚山脈北

縁区間で６〜８ｍ程度の右横ずれ、石鎚山脈北縁西部区間で２〜５ｍ程度の右横ずれ、と

している。また、最新活動に伴うすべり量分布については、堤・後藤（2006）にまとめら

れている値を用いた。 

 

6) 最新活動の続発イベントに関するシミュレーション結果 

最新活動の続発イベント直前の応力場モデルを 14 通りについて、動的破壊シミュレー

ションを行った。続発イベントとして、未破壊の２区間のうちの一方のみが破壊するイベ

ントが発生した場合には、その２つめのイベント直後の応力場を用いて、更に続発するイ

ベント（３つめのイベント）がどのような破壊になるかも検討した。その結果、先発イベ

ントの連動パターン、続発イベントの破壊開始点の位置と各区間の最新活動直前の地震後

経過率によって、以下の４通りの連鎖・連動パターンを得た（図５、６）。 
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石鎚山脈北縁区間と同西部区間が連動するイベントが先発し、讃岐山脈南縁東部区間と

同西部区間が連動するイベントが連鎖：石鎚山脈北縁区間と同西部区間が連動するイベン

トが先発し、現在の地震後経過率が 0.48のモデル、もしくは、現在の地震後経過率が 0.89、

かつ、最新イベント直前の讃岐平野南縁西部区間の地震後経過率が 0.83 以上のモデルで

は、続発イベントとして讃岐山脈南縁東部区間と同西部区間が連動するイベントが発生し

た。このときの Mw は、7.3〜7.4 であった。全体として、２つのイベントが連鎖すること

で、４区間全てが活動した（図５(a)）。 

石鎚山脈北縁区間と同西部区間が連動するイベントが発生し、続発イベントはなし：石

鎚山脈北縁区間と同西部区間が連動するイベントが先発し、現在の地震後経過率が 0.89、

かつ、最新イベント直前の讃岐平野南縁西部区間の地震後経過率が 0.80 のモデルでは、続

発イベントは発生せず、讃岐山脈南縁東部区間と同西部区間は破壊しないままとなった（図

５(a)）。結果として、西側２区間のみが活動した。 

讃岐山脈南縁東部区間と同西部区間が連動するイベントが先発し、石鎚山脈北縁区間の

みのイベント、更に石鎚山脈北縁西部区間のみのイベントが連鎖：讃岐山脈南縁東部区間

と同西部区間が連動するイベントが先発するモデルでは、石鎚山脈北縁区間から始まる続

発イベントは、石鎚山脈北縁区間の西半分（讃岐山脈南縁西部区間とオーバーラップしな

い部分）のみを破壊した（図５(b)）。このときの Mw は、6.6 であった。これらのモデルで

は、３つめのイベントで、石鎚山脈北縁西部区間のみを破壊した（図６(a)）。このときの

Mw は、7.0〜7.1 であった。全体として、３つのイベントが連鎖することで、４区間全てが

活動した。 

讃岐山脈南縁東部区間と同西部区間が連動するイベントが先発し、石鎚山脈北縁西部区

間のみのイベント、更に石鎚山脈北縁区間のみのイベントが連鎖：讃岐山脈南縁東部区間

と同西部区間が連動するイベントが先発し、石鎚山脈北縁西部区間の地震後経過率が 0.92

以上のモデルでは、石鎚山脈北縁西部区間から始まる続発イベントは、石鎚山脈北縁西部

区間のみを破壊した（図５(c)）。このときの Mw は、7.0〜7.1 であった。これらのモデル

では、３つめのイベントで、石鎚山脈北縁区間の一部のみを破壊した（図６(b)）。このと

きの Mw は、5.9〜6.0 であった。全体として、３つのイベントが連鎖することで、４区間

すべてが活動したが、石鎚山脈北縁区間の破壊は区間の一部にとどまった。なお、石鎚山

脈北縁西部区間の地震後経過率が 0.88 のモデルでは、石鎚山脈北縁西部区間から続発イ

ベントが発生することはなかった（図５(c)）。 

上記４通りの連鎖・連動パターンのうち、変位履歴とも歴史史料とも調和的なシミュレ

ーション結果は、石鎚山脈北縁区間と同西部区間が連動するイベントが先発し、讃岐山脈

南縁東部区間と同西部区間が連動するイベントが連鎖する場合である。これらは、石鎚山

脈北縁西部区間西端から先発イベントの破壊が始まり、石鎚山脈北縁区間の地震後経過率

が 0.80 以下、かつ、「讃岐平野南縁西部区間の地震後経過率が 0.83 以上、もしくは、現在

の地震後経過率が 0.48」の５モデルである。これらのモデルの変位履歴に関するパラメー

タについて、表４にまとめる。 

讃岐山脈南縁東部区間と同西部区間の地震後経過率が１未満のため、すべり量はやや小

さめで、讃岐平野南縁東部区間の地表でのすべり量は、堤・後藤（2006）の調査結果や松

田・他（1980）のスケーリング則ともおおむね一致するが、讃岐平野南縁西部区間の地表
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でのすべり量は、同区間の地震後経過率が 0.91 のモデルでは、調査結果のばらつきの下限

程度で、スケーリング則よりやや小さく、地震後経過率が 0.83 以下のモデルでは、調査結

果のばらつきの下限程度ではあるが、スケーリング則の半分程度となった。したがって、

最新活動の地表でのすべり量分布を考慮すると、讃岐平野南縁西部区間の地震後経過率が

より大きいモデル、すなわち、讃岐平野南縁西部区間の平均活動間隔が 1100 年、1 つ前の

活動時期が 400 年のモデルがもっともらしいと考えられる。 

 

 

表４ 変位履歴および歴史史料と調和的なモデルのパラメータセット。 

(a) 現在の地震後経過率が 0.48 のモデル。 

区間名 石鎚山脈北縁西部 

（Ishizuchi W.） 

石鎚山脈北縁 

（Ishizuchi） 

讃岐山脈南縁西部 

（Sanuki W.） 

讃岐山脈南縁

東部 

（Sanuki E.） 

平均活動

間隔 [年] 

1300 1500 1100 1200 1000 1200 

１つ前の 

活動の 

活動時期 

[年] 

100 200 400 400 600 300 

最新活動

時期[年] 

1400 1700 1500 1600 1600 1500 

 

(b) 現在の地震後経過率が 0.89 のモデル。 

区間名 石鎚山脈北縁西部 

（Ishizuchi W.） 

石鎚山脈北縁 

（Ishizuchi） 

讃岐山脈南縁西部 

（Sanuki W.） 

讃岐山脈南縁

東部 

（Sanuki E.） 

平均活動

間隔 [年] 

700 1500 1100 1200 1200 

１つ前の 

活動の 

活動時期 

[年] 

700 200 400 400 300 

最新活動

時期[年] 

1400 1700 1500 1600 1500 
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(a) 

 
図５ 最新活動の２つめのイベントとして推定されるすべり分布。右端の数値は、図２と

同様。(a) 石鎚山脈北縁区間と同西部区間が連動するイベントが先発するモデル。破壊開

始領域（星印）は、讃岐山脈南縁西部区間の石鎚山脈北縁区間とのオーバーラップ部分の

やや東に仮定される。 
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(b)

 

(c) 

 

図５ (b) 讃岐山脈南縁東部区間と同西部区間が連動するイベントが先発するモデルにお

いて、石鎚山脈北縁区間に破壊開始領域（星印）が仮定される場合。(c) 讃岐山脈南縁東

部区間と同西部区間が連動するイベントが先発するモデルにおいて、石鎚山脈北縁西部区

間に破壊開始領域（星印）が仮定される場合。 
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(a) 

 

(b) 

 

図６ 讃岐山脈南縁東部区間と同西部区間が連動するイベントが先発するモデルにおい

て、３つめのイベントとして推定されるすべり分布。右端の数値は、図２と同様。星印

は、破壊開始領域を示す。(a)石鎚山脈北縁区間で２つめのイベントが発生した場合。(b)

石鎚山脈北縁西部区間で２つめのイベントが発生した場合。 

  



 69 

7) 次の活動で起こり得る震源モデル 

前節の結果から、変位履歴と歴史史料とを満足する震源モデルは、表４に示すパラメー

タセットのいずれかと考えられる。これらのパラメータから、次の活動で起こりうる震源

モデルの推定を試みる。 

石鎚山脈北縁西部区間の平均活動間隔が 1300 年、１つ前の活動時期が 100 年の場合、讃

岐山脈南縁西部区間の平均活動間隔の方が短いため、最も早く地震後経過率が 1.0 を越え

るのは讃岐山脈南縁西部区間で、最新活動の約 1100 年後である。一方、石鎚山脈北縁西部

区間の平均活動間隔が 700 年、１つ前の活動時期が 700 年の場合、石鎚山脈北縁西部区間

の平均活動間隔の方が短いため、最も早く地震後経過率が 1.0 を越えるのは石鎚山脈北縁

西部区間で、最新活動の約 700 年後である。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

中央構造線断層帯讃岐山脈南縁東部区間、同西部区間、石鎚山脈北縁区間、同西部区間

の最新活動の変位履歴と調和的な連動イベントが得られた震源モデルを対象として、先発

イベントのシミュレーションで得られた最終応力場を、先発イベント直後、すなわち、続

発イベント直前の応力場として動的破壊シミュレーションを行い、連鎖（続発）するイベ

ントの連動パターンを整理した。その結果、先発イベントの連動パターン、続発イベント

の破壊開始点の位置と各区間の最新活動直前の地震後経過率によって、４通りの連鎖・連

動パターンが得られた。そのうち、変位履歴とも歴史史料とも調和的なパターンとして、

石鎚山脈北縁区間と同西部区間が連動するイベントが先発し、讃岐山脈南縁東部区間と同

西部区間が連動するイベントが連鎖するパターンが得られた。 

次年度は、平均活動間隔と変位履歴から想定されうるすべてのパラメータの組み合わせ

について再検討し、エネルギー収支による連動可能性のスクリーニングと動的破壊シミュ

レーションにより、次の活動における地震後経過率を反映した震源モデルを検討する。 

 

謝辞：シミュレーションには、東京大学地震研究所共同利用（2024-S-C203）の援助により、

東京大学情報基盤センターの富士通スーパーコンピュータ PRIMEHPC FX1000と富士通サーバ

ーPRIMERGY GX2570（Wisteria/BDEC-01）を利用しました。図の一部は Generic Mapping Tools 

version 6.5.0（Wessel et al.，2019）で作成しました。 
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３．４ 長大な活断層帯における強震動予測手法の高度化 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 長大な活断層帯における強震動予測手法の高度化 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 

上席研究員 

上席研究員 

主任研究員 

森川 信之 

藤原 広行 

岩城 麻子 

 

(c) 業務の目的 

長大な活断層帯においては、活断層の走向や傾斜が空間的に変化している場合がある。

しかし、強震動評価のために震源断層モデルを設定する場合は、必ずしも実際の変化する

走向や傾斜に整合していない簡略化したモデルを設定している場合が多い。そのため、実

際に起こり得る強震動を正確に評価できていない可能性がある。本事業では、断層モデル

を実際の断層運動により整合したモデルとし、より正確に強震動評価をする手法を提案す

る。 

 

(d) ３か年の年次実施業務の要約 

1) 令和５年度： 

長大な断層帯を対象として、地表断層をできるだけ詳細にモデル化し、地震発生層

内の矩形断層と接続した震源断層モデルを作成した。地表断層の端点を直線で結んだ

モデルとともに簡便法による強震動計算を行い、詳細なモデル化の強震動予測結果へ

の影響を示した。また、過去に長大な断層で発生した地震の震源断層モデルに関する

既往文献等を収集した。 

2) 令和６年度： 

令和５年度に設定した震源断層モデルについて、地震発生層より浅い震源断層にお

けるすべりを一様とした場合の詳細法による強震動計算を行い、地表断層の端点を直

線で結んだモデルとの違いを示した。また、収集した文献等について地震発生層より

浅い震源断層におけるすべり量や分布、震源断層全体のスケーリング則について検証

した。 

3) 令和７年度： 

令和５年度に設定した震源断層モデルについて、地震発生層より浅い震源断層にお

けるすべりを非一様とした場合の詳細法による強震動計算を行い、令和６年度に実施

した一様にしたモデルおよび地表断層端点を直線で結んだモデルとの違いを示す。ま

た、長大な断層における地表断層をできるだけ詳細にモデル化する具体的な手順をま

とめる。 



 

 73 

 

(2) 令和 6 年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

強震動評価の高精度化のため、中央構造線断層帯のうち讃岐山脈南縁東部区間から石鎚

山脈北縁西部区間までが同時に活動する地震を対象として、地震発生層より浅い震源断層

のすべりを一様とした震源モデルを用いて、ハイブリッド合成法により工学的基盤上の最

大速度および地表の計測震度を面的に計算した。地表断層の端点を直線で結んだモデルと

詳細な形状のモデルによる計算結果と比較し、断層近傍において地震動の違いが現れるこ

とを確認した。また、ニュージーランドの 2016 年 Kaikoura（カイコウラ）地震、トルコ

の 2023 年 Kahramanmaras（カフラマンマラシュ）地震と Elbistan（エルビスタン）地震を

対象とした震源インバージョン解析結果に基づき、長大断層における地震モーメントと破

壊面積、平均すべり量およびアスペリティ面積の関係（スケーリング則）を調べた。地震

調査研究推進本部の震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）で用いられ

ている関係と整合していることが確認された。さらに、2024 年能登半島地震を対象とした

震源インバージョン解析による震源モデルの収集と地震動予測式による地震動計算を行っ

た。計算された減衰定数５％の加速度応答スペクトル（周期 0.1～10 秒）が観測値とおお

むね整合していることを確認した。 

 

(b) 業務の成果 

1) 地震発生層より浅い震源断層のすべりを含む強震動計算 

中央構造線断層帯の讃岐山脈南縁東部区間から石鎚山脈北縁西部区間が同時に活動す

る地震を対象として、令和５年度に作成した震源断層モデルを用いて震源パラメータを設

定した（表１）。地震発生層内の震源断層（以下、深部断層）については、地震調査研究推

進本部地震調査委員会（2020）の震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）

（以後、「レシピ」と記す）によって断層パラメータを設定した。設定した断層パラメータ

を表２および表３に、断層モデルを図１および図２にそれぞれ示す。深部断層の断層面に

ついては「全国地震動予測地図」（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2021b）におけ

る当該区間を抜き出したものを用いた。「震源断層を特定した地震動予測地図」においては、

傾斜角が異なる２通りのモデルが設定されているため、本検討で両者を対象とした。 

地震発生層より浅い震源断層（以下、浅部断層）については、深部断層の背景領域と同

じ断層パラメータとした。浅部断層の形状については、地表断層の詳細な位置形状を考慮

したケースと、深部断層をそのまま地表まで延長したケースの２通りを設定した。浅部断

層も含めた断層形状を図３および図４にそれぞれ示す。 

 

表１ 設定した震源断層モデル一覧 

略称 深部断層 浅部断層 備考 

Rectangle FH201AJ 高角度 
矩形 深部断層モデルを地表まで延長 

Rectangle FM201AJ 中角度 

Trace FH201AJ 高角度 
曲面 地表地震断層を詳細にモデル化 

Trace FM201AJ 中角度 
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表２ 断層パラメータ（深部断層の傾斜角：高角度） 

 

  

記号 単位 全体 讃岐東 讃岐⻄ ⽯鎚⻄

L km 56 86 46
W km 12 12 14
S km2 2348 672 1032 644
M0 Nm 2.35E+20 6.11E+19 1.16E+20 5.73E+19
β km/s 3.4 3.4 3.4 3.4
ρ g/cm3 2.7 2.7 2.7 2.7
μ N/m2 3.12E+10 3.12E+10 3.12E+10 3.12E+10
D m 2.91 3.61 2.85
Δσ MPa 3.1 3.1 3.1
A Nm/s2 2.62E+19 1.40E+19 1.74E+19 1.37E+19

⾯積 Sa km2 147.8 227.0 141.7
応⼒降下量 Δσa MPa 14.1 14.1 14.1
すべり量 Da m 5.83 7.22 5.71
地震モーメント M0a Nm 2.69E+19 5.12E+19 2.52E+19
⾯積 Sa1 km2 98.6 75.7 94.5
応⼒降下量 Δσa1 MPa 14.1 14.1 14.1
すべり量 Da1 m 6.46 8.00 6.32
地震モーメント M0a1 Nm 1.99E+19 1.89E+19 1.86E+19
⾯積 Sa2 km2 49.3 37.8 47.2
応⼒降下量 Δσa2 MPa 14.1 14.1 14.1
すべり量 Da2 m 4.57 5.66 4.47
地震モーメント M0a2 Nm 7.03E+18 6.68E+18 6.59E+18
⾯積 Sa1 km2 75.7
応⼒降下量 Δσa1 MPa 14.1
すべり量 Da1 m 8.00
地震モーメント M0a1 Nm 1.89E+19
⾯積 Sa2 km2 37.8
応⼒降下量 Δσa2 MPa 14.1
すべり量 Da2 m 5.66
地震モーメント M0a2 Nm 6.68E+18
⾯積 Sb km2 524.2 805.0 502.3
実効応⼒ σb MPa 3.78 3.31 3.17
すべり量 Db m 2.09 2.59 2.05
地震モーメント M0b Nm 3.42E+19 6.51E+19 3.21E+19
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表３ 断層パラメータ（深部断層の傾斜角：中角度） 

 

  

記号 単位 全体 讃岐東 讃岐⻄ ⽯鎚⻄

L km 54 84 42
W km 18 18 18
S km2 3240 972 1512 756
M0 Nm 3.24E+20 8.94E+19 1.73E+20 6.13E+19
β km/s 3.4 3.4 3.4 3.4
ρ g/cm3 2.7 2.7 2.7 2.7
μ N/m2 3.12E+10 3.12E+10 3.12E+10 3.12E+10
D m 2.95 3.67 2.60
Δσ MPa 3.1 3.1 3.1
A Nm/s2 3.08E+19 1.69E+19 2.11E+19 1.49E+19

⾯積 Sa km2 213.8 332.6 166.3
応⼒降下量 Δσa MPa 14.1 14.1 14.1
すべり量 Da m 5.89 7.35 5.19
地震モーメント M0a Nm 3.93E+19 7.63E+19 2.70E+19
⾯積 Sa1 km2 142.6 110.9 110.9
応⼒降下量 Δσa1 MPa 14.1 14.1 14.1
すべり量 Da1 m 6.53 8.14 5.76
地震モーメント M0a1 Nm 2.90E+19 2.82E+19 1.99E+19
⾯積 Sa2 km2 71.3 55.4 55.4
応⼒降下量 Δσa2 MPa 14.1 14.1 14.1
すべり量 Da2 m 4.62 5.76 4.07
地震モーメント M0a2 Nm 1.03E+19 9.96E+18 7.04E+18
⾯積 Sa1 km2 110.9
応⼒降下量 Δσa1 MPa 14.1
すべり量 Da1 m 8.14
地震モーメント M0a1 Nm 2.82E+19
⾯積 Sa2 km2 55.4
応⼒降下量 Δσa2 MPa 14.1
すべり量 Da2 m 5.76
地震モーメント M0a2 Nm 9.96E+18
⾯積 Sb km2 758.2 1179.4 589.7
実効応⼒ σb MPa 3.03 2.67 2.67
すべり量 Db m 2.11 2.64 1.86
地震モーメント M0b Nm 5.00E+19 9.71E+19 3.43E+19
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★：破壊開始点、☆：破壊の乗り移り点 

 

図１ 断層モデル（深部断層の傾斜角：高角度） 
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★：破壊開始点、☆：破壊の乗り移り点 

 

図２ 断層モデル（深部断層の傾斜角：中角度） 
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(a) 深部断層の傾斜角：高角度 

 

(b) 深部断層の傾斜角：中角度 

図３ 震源断層形状（端点を直線で結んだ断層（深部断層を地表まで延長）） 

 

 

(a) 深部断層の傾斜角：高角度 

 

(b) 深部断層の傾斜角：中角度 

図４ 震源断層形状（地表断層形状を詳細にモデル化） 
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上記作成した震源断層モデルと地震ハザードステーション J-SHIS から公開されている

地下構造モデル（深部 V3.2、浅部 V4）を用いて、ハイブリッド合成法による水平動２成分

の地震動波形計算を詳細法工学的基盤（Vs=600m/s 層）上面で実施した。 

計算地点については、地表断層から３km 以内については 1/4 地域メッシュの中心、それ

以外は３次地域メッシュの中心とし、地表断層から 100km 以内を包含する範囲とした。設

定した計算地点の分布を図５に示す。 

 

 

図５ 計算範囲と各計算地点の AVS30（深さ 30m までの平均 S 波速度） 

黒太線：地表地震断層 
 

 

地震基盤から地震動波形計算地点までの波動伝播は一次元波動論により評価した。また、

波形合成は壇・佐藤（1998）の手法により行った。要素地震の加速度フーリエ振幅スペク

トルモデルは、Boore（1983）による統計的モデルに、震源のインピーダンスと地震基盤の

インピーダンスとの相違を考慮した次式とした。 

 

 𝐴(𝑓) = 𝑆(𝑓)･𝑃(𝑓)･(
𝜌𝛽
𝜌!𝛽!

 (1) 

 𝑆(𝑓) =
𝐹

4𝜋𝜌𝛽" ･𝑀#･
(2𝜋𝑓)$

1 + (𝑓	 	𝑓%⁄ )$ ･
1

{1 + (𝑓	 	𝑓&'(⁄ )&}) ･𝐹𝑆 
(2) 

 𝑃(𝑓) =
exp{(−𝜋𝑓𝑋	 	𝑄𝛽⁄ )}

𝑋  (3) 

 𝑓% = ( 7
16𝜋 ･

𝛽
𝑟*
 (4) 

 𝑀# =
16
7 ･∆𝜎･𝑟*

" (5) 
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 𝑓 ：振動数 

 𝐴(𝑓) ：加速度フーリエ振幅スペクトル 

 𝑆(𝑓) ：加速度震源スペクトル 

 𝑃(𝑓) ：伝播特性 

 𝐹 ：放射特性係数 

 𝐹𝑆 ：自由表面での増幅を表す係数（2.0 に設定） 

 𝑓! ：コーナー振動数 

 𝑓"#$ ：高振動数遮断振動数 

 𝑛, 𝑚 ：高振動数側がべき乗で減衰するときの係数（m = 4.2、n = 0.5 に設定）

 𝑄 ：Q 値（110f0.69） 

 𝑋 ：震源距離 

 𝛽, 𝜌 ：震源における S 波速度と地盤密度 

 𝛽%, 𝜌% ：サイト地震基盤における S 波速度と地盤密度 

 ∆𝜎 ：応力降下量（平均応力降下量と同じに設定） 

 𝑀& ：地震モーメント 

 𝑟' ：要素断層の等価半径 

 

要素地震の経時特性（時刻歴包絡関数）については佐藤・他（1994）を用いた。位相

特性の初期値は 0～2π の擬似乱数により SV 波と SH 波で別々に与えた。放射特性につい

ては、Boore and Boatwright（1984）による等方的な値である 0.63 を水平動２成分に分

配した 0.445 とした。 

長周期成分を計算する差分法では、格子点間隔については 100ｍとした。本検討では最

小のＳ波速度は 600m/s であるため、周期約 0.88 秒以上の帯域について計算が可能な設定

となっている。すべり速度時間関数については、深部断層は中村・宮武（2000）を、浅部

断層は深部断層と同じライズタイム、すべり量を有する Smoothed Ramp 関数とした。なお、

差分法による計算は GMS（青井・他，2004）を用いた。 

ハイブリッド合成法の接続周期は 1.0 秒とした。マッチングフィルターの形状を図６に

示す。 

 

 

図６ ハイブリッド合成法の計算に適用したマッチングフィルター 
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Vs=600m/s 層上面で評価された水平動２成分の地震動波形を用いて、最大速度及び計測

震度を算出した。なお、最大速度は水平動２成分をベクトル合成した値とした。地表にお

ける計測震度については、藤本・翠川（2006）による最大速度の増幅率及び藤本・翠川（2005）

による最大速度と計測震度との関係式を用いて算出した。なお、藤本・翠川（2005）には、

計測震度４を境に２通りの式が示されているが、本検討では計測震度が大きくなる地点を

重要視して、計測震度４以上の場合の式のみを用いた。a 

Vs=600m/s 層上面での最大速度及び計測震度の分布図を図７～図 10 に示す。また、地表

における計測震度分布を図 11 および図 12 に示す。浅部断層のモデル化によって大局的な

地震動強さ分布は変わらない。図 13 および図 14 に地表断層付近を拡大した地表における

計測震度分布を示すが、地表断層付近では、浅部断層のモデル化によって計測震度分布に

変化が見られる領域も存在することが確認できる。さらに、図 15 には図 13、図 14 と同様

の範囲で、浅部断層のモデル化による Vs=600m/s 層上面での最大速度の差（地表断層形状

を詳細にモデル化した場合 - 深部断層を地表まで延長した場合）の分布も示したが、こ

れからも地表断層付近では浅部断層のモデル化によって差が大きくなっていることが確認

できる。なお、図 15 は差分法による計算結果で、１Hz のローパスフィルター処理を施し

たものである。 

 

 

 

(a) 深部断層を地表まで延長 

 

(b) 地表断層形状を詳細にモデル化 

図７ Vs=600m/s 層上面における最大速度分布（深部断層の傾斜角：高角度） 
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(a) 深部断層を地表まで延長 

 

(b) 地表断層形状を詳細にモデル化 

図８ Vs=600m/s 層上面における最大速度分布（深部断層の傾斜角：中角度） 

 

 

(a) 深部断層を地表まで延長 

 

(b) 地表断層形状を詳細にモデル化 

図９ Vs=600m/s 層上面における計測震度分布（深部断層の傾斜角：高角度） 
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(a) 深部断層を地表まで延長 

 

(b) 地表断層形状を詳細にモデル化 

図 10 Vs=600m/s 層上面における計測震度分布（深部断層の傾斜角：中角度） 

 

 

(a) 深部断層を地表まで延長 

 

(b) 地表断層形状を詳細にモデル化 

図 11 地表における計測震度分布（深部断層の傾斜角：高角度） 
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(a) 深部断層を地表まで延長 

 

(b) 地表断層形状を詳細にモデル化 

図 12 地表における計測震度分布（深部断層の傾斜角：中角度） 

 

 

(a) 深部断層を地表まで延長 

 

(b) 地表断層形状を詳細にモデル化 

図 13 地表における計測震度分布の拡大図（深部断層の傾斜角：高角度） 
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(a) 深部断層を地表まで延長 

 

(b) 地表断層形状を詳細にモデル化 

図 14 地表における計測震度分布の拡大図（深部断層の傾斜角：中角度） 

 

(a) 深部断層の傾斜角：高角度 

 

(b) 深部断層の傾斜角：中角度 

図 15 Vs=600m/s 層上面における浅部断層のモデル化による最大速度の差（地表断層形状

を詳細にモデル化した場合 - 深部断層を地表まで延長した場合）の分布（差分法、1Hz

のローパスフィルター） 
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2) 長大断層のスケーリング則検討 

ここでは令和５年度に収集した文献の中から、断層面上のすべり分布の数値データが公

開されている震源モデルについて、Somerville et al.（1999）の規範に従って震源断層領

域、Murotani et al.（2008）の規範に従ってアスペリティ領域を抽出するとともに、地震

モーメントと震源断層面積、アスペリティ面積、平均すべり量の関係を整理した。また、

Kahramanmaras 地震に関しては、SMGA（強震動生成域）モデルも収集し、整理した。 

 

a) Barbot et al.（2023）【Kahramanmaras 地震・Elbistan 地震】 

Kahramanmaras 地震では 370km×20km の断層面を８つのセグメント、Elbistan 地震では

186km×20km の断層面を５つのセグメントで仮定しており、それぞれ２km×２km のメッシ

ュに分割して震源インバージョン解析を実施している。図 16 に抽出された震源断層領域、

アスペリティ領域が示されている。図中の黒塗り部分は平均すべり量の 0.3 倍未満の領域、

灰色から白塗りは平均すべり量の 0.3～1.5 倍の領域、カラー（緑～赤）は平均すべり量の

1.5 倍以上のアスペリティ領域を示す。図中の赤線で囲まれた領域は抽出された震源断層

領域を示す。Kahramanmaras 地震を対象に抽出された震源断層面積は 5632km2、平均すべり

量は 3.08ｍ、アスペリティ面積は 1328km2 で、震源断層面積に対するアスペリティ面積は

0.24 であった。一方、Elbistan 地震を対象に抽出された震源断層面積は 2252km2、平均す

べり量は 4.69ｍ、アスペリティ面積は 552km2 で、震源断層面積に対するアスペリティ面積

は 0.25 であった。 

 

 

 

図 16(a) Barbot et al.（2023）による Kahramanmaras 地震の震源断層領域（赤枠内）

とアスペリティ領域（緑～赤）。図中の黒塗り部分は平均すべり量の 0.3 倍未満の領域、

灰色から白塗りは平均すべり量の 0.3～1.5 倍の領域、カラーはアスペリティ領域を示

す。 
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図 16(b) Barbot et al.（2023）による Elbistan 地震の震源断層領域（赤枠内）とアス

ペリティ領域（緑～赤）。図中の黒塗り部分は平均すべり量の 0.3 倍未満の領域、灰色か

ら白塗りは平均すべり量の 0.3～1.5 倍の領域、カラーはアスペリティ領域を示す。 

 

 

b) Delouis et al.（2023）【Kahramanmaras 地震】 

断層面は 7.5km×５km を要素断層として、435km×25km の断層面を３つのセグメント

（Segment１～３）で設定している。図 17 に抽出された震源断層領域、アスペリティ領域

を示す。Kahramanmaras 地震を対象に抽出された震源断層面積は 7483km2、平均すべり量は

2.44ｍ、アスペリティ面積は 1619km2 で、震源断層面積に対するアスペリティ面積は 0.22

であった。 

 

 

図 17 Delouis et al.（2023）による Kahramanmaras 地震の震源断層領域（赤枠内）と

アスペリティ領域（緑～赤）。図中の黒塗り部分は平均すべり量の 0.3 倍未満の領域、灰

色から白塗りは平均すべり量の 0.3～1.5 倍の領域、カラーはアスペリティ領域を示す。 
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c) Goldberg et al.（2023）【Kahramanmaras 地震・Elbistan 地震】 

Kahramanmaras 地震は 405km×40km の断層面を 3 つのセグメント、Elbistan 地震は

195km×30km の断層面を３つのセグメントで仮定しており、それぞれ５km×５km メッシュ

に分割して震源インバージョン解析を実施している。図 18 に抽出された震源断層領域、ア

スペリティ領域を示す。Kahramanmaras 地震を対象に抽出された震源断層面積は 5050km2、

平均すべり量は 3.63ｍ、アスペリティ面積は 1025km2 で、震源断層面積に対するアスペリ

ティ面積は 0.20であった。一方、Elbistan地震を対象に抽出された震源断層面積は 3825km2、

平均すべり量は 3.50ｍ、アスペリティ面積は 1050km2 で、震源断層面積に対するアスペリ

ティ面積は 0.27 であった。なお、Kahramanmaras 地震において発震断層セグメントである

Narli 断層（図 18(a)の Seg.1 に対応）がトリミング操作によって削除されていることに注

意が必要である。発震断層セグメントである Narli 断層は Mw6.8 と推定されており、その

平均すべり量は断層全体の Mw7.8 の Kahramanmaras 地震の平均すべり量に比べて著しく小

さく、トリミング操作によって削除されている。このため、断層セグメントの組み合わせ

から成る第３ステージの長大断層地震は各断層セグメントの平均すべり量によってトリミ

ング操作をした方が良いかもしれない。 

 

 

図 18(a) Goldberg et al.（2023）による Kahramanmaras 地震の震源断層領域（赤枠

内）とアスペリティ領域（緑～赤）。 

 

 

図 18(b) Goldberg et al.（2023）による Elbistan 地震の震源断層領域（赤枠内）とア

スペリティ領域（緑～赤）。 
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d) Liu et al.（2023）【Kahramanmaras 地震・Elbistan 地震】 

Kahramanmaras 地震は 420km×42km の断層面を６つのセグメント、Elbistan 地震は

275km×45km の断層面を５つのセグメントで仮定しており、それぞれ６km×６km、５km×

５km のメッシュ分割によって震源インバージョン解析を実施している。図 19 に抽出され

た震源断層領域、アスペリティ領域を示す。Kahramanmaras 地震を対象に抽出された震源

断層面積は 14544km2、平均すべり量は 1.63ｍ、アスペリティ面積は 3240km2 で、震源断層

面積に対するアスペリティ面積は 0.22 であった。一方、Elbistan 地震を対象に抽出され

た震源断層面積は 11775km2、平均すべり量は 1.33ｍ、アスペリティ面積は 1850km2 で、震

源断層面積に対するアスペリティ面積は 0.16 であった。Liu らによる震源モデルの断層幅

は 42km と 45km に設定されており、他の研究者に比べて２倍以上大きな設定断層面となっ

ている。トリミング操作によって深さ 20km 以深の領域が削除されることを期待したが、深

さ 20km 以上にも平均すべり量の 0.3 倍以上のすべりをもつ領域があり、結果的に本検討

では削除できなかった。そのため、相対的に平均すべり量が小さくなっていることに注意

が必要である。 

 

 

図 19(a) Liu et al.（2023）による Kahramanmaras 地震の震源断層領域（赤枠内）とア

スペリティ領域（緑～赤）。 

 

 

図 19(b) Liu et al.（2023）による Elbistan 地震の震源断層領域（赤枠内）とアスペ

リティ領域（緑～赤）。  
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e) Satoh（2024）【Kahramanmaras 地震（SMGA モデル）】 

図 20 に Satoh（2024）による Kahramanmaras 地震（論文では M7.8 地震）の SMGA（Strong 

Motion Generation Area）モデルを示す。解析対象は 0.2〜10Hz のバンドパス・フィルタ

ーを施した加速度波形エンベロープおよび 0.2〜2Hz の速度波形エンベロープである。SMGA

は０～７までの計８つが推定されており、Segment-N1（SMGA1～3）、-N2（SMGA4）、-S（SMGA5

～7）の各 SMGA の応力降下量は内陸地殻内地震として平均的な応力降下量（例えば、藤堂・

他，2022）と同等な６～19MPa が推定されている一方、破壊が始まった Narli 断層セグメ

ントに対応する Segment-C の SMGA0 は 32.2MPa となっている。SMGA の震源パラメータに基

づいて推定された短周期レベル（Ａ）は 4.05E+19Nm/s2 で、これは Hikima and Shimmura

（2020）の提案する震源スケーリング則に基づいた短周期レベルと整合的である（図 21 参

照）。 

 

 

 

図 20 Satoh（2024）による、Kahramanmaras 地震（論文では M7.8 地震）の SMGA モデル。 

 

 

図 21 Satoh（2024) による、Kahramanmaras 地震の SMGA モデルによる短周期レベル

（星）。赤線：Hikima and Shimmura（2020）の提案する震源スケーリング則に基づいた短

周期レベル。黒破線：佐藤・岡崎（2023）による短周期レベルのスケーリング則。 
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f) Hamling et al.（2017）【Kaikoura 地震】 

彼らは主に地表踏査・InSAR・GPS の測地学的データを使用し、20 枚の断層面からなる複

雑なモデルを提案している。このうちの一枚は深さ 20 km 以深にある Hikurangi 沈み込み

帯の境界面を仮定しており、残りのすべての断層面はこの沈み込み境界よりも浅い地殻内

の断層である。今回の地震の震源域は Hikurangi 沈み込み帯の最南端に位置し、彼らはモ

ーメントテンソル解に含まれる逆断層成分をより良好に説明するには、沈み込み境界での

すべり破壊が必要であるとしている。ただし、沈み込み境界でのモーメント解放は多めに

見積もっても破壊全体の 30％であり、主たる破壊はあくまでも浅部の地殻内部の断層で起

きたと考えられている。図 22 に抽出された震源断層領域、アスペリティ領域を示す。

Hikurangi 沈み込み帯と地殻内部の断層（図 22 の上）を検討対象として抽出された震源断

層面積は 5897km2、平均すべり量は 4.29ｍ、アスペリティ面積は 1041km2 で、震源断層面積

に対するアスペリティ面積は 0.18 であった。なお、Kahramanmaras 地震と同様に、トリミ

ング操作によって一部のセグメント（図中の Humps 13、Humps 16）が削除されていること

に注意が必要である。 

 

 

 

 

図 22 Hamling et al.（2017）による Kaikoura 地震の震源断層領域（赤枠内）とアスペ

リティ領域（緑～赤）。 
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g) Wang et al.（2018）【Kaikoura 地震】 

 彼らは、12 枚の断層面からなるモデルを提案している。このうち一枚は Hikurangi 沈

み込み帯の境界面にあたる。彼らは、沈み込み境界でのすべり破壊はやや遠方の地殻変動

や遠地実体波に寄与しており、破壊全体のモーメント解放に占める割合は決して小さくな

い（45％）としている。沈み込み境界と浅部地殻内断層のすべり分布やモーメント・レー

ト関数が類似していることから、彼らは今回の地震での浅部地殻内断層は沈み込み境界か

ら地表へ派生した分岐断層である可能性を指摘している。図 23 に抽出された震源断層領

域、アスペリティ領域を示す。Hikurangi 沈み込み帯と地殻内部の断層を検討対象として

抽出された震源断層面積は 6966km2、平均すべり量は 4.61ｍ、アスペリティ面積は 1548km2

で、震源断層面積に対するアスペリティ面積は 0.22 であった。 

 

 

 

図 23 Wang et al.（2018）による Kaikoura 地震の震源断層領域（赤枠内）とアスペリ

ティ領域（緑～赤）。 
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h) Holden et al.（2017） 

 前述の Hamling et al.（2017）と Wang et al.（2018）は Hikurangi 沈み込み帯と浅部

地殻内の断層を仮定していたが、Holden et al.（2017）は浅部地殻内の断層のみを対象に

している。彼らが用いたデータの観測点密度は Hamling et al.（2017）の測地学的データ

ほど密ではないため、５枚の浅部地殻内の断層面（南西側から順に、Humps、Hundalee 、

Point Kean、Kekerengu、Needle セグメント）で観測された主要な位相や振幅をおおむね

説明できる。このうち、Kekerengu セグメントでは、複数回大きくすべっており、３回目

のすべりは最大すべり量が約 20ｍと大きい。図 24 に抽出された震源断層領域、アスペリ

ティ領域を示す。浅部地殻内の断層を検討対象として抽出された震源断層面積は 6726km2、

平均すべり量は 5.67ｍ、アスペリティ面積は 1322km2 で、震源断層面積に対するアスペリ

ティ面積は 0.20 であった。 

 

 

 

図 24 Holden et al.（2017）による Kaikoura 地震の震源断層領域（赤枠内）とアスペ

リティ領域（緑～赤）。 

 

i) Xu et al.（2018) 

 彼らは InSAR・GPSデータを使用し、６枚の浅部地殻内の断層面（Humps、Conway-Charwell、

Stone Jug、Hundalee、Papatea、Hope-Jordan-Kekerengu-Needles セグメント）からなるモ

デルを提案し、陸域の観測だけでは Hikurangi 沈み込み帯の境界面でのすべり破壊はうま

く求まらないとしている。すなわち、Holden et al.（2017）と同様に、Xu et al.（2018）

は浅部地殻内の断層のみを対象にしている。図 25 に抽出された震源断層領域、アスペリテ

ィ領域を示す。浅部地殻内の断層を検討対象として抽出された震源断層面積は 5064km2、平

均すべり量は 4.40ｍ、アスペリティ面積は 1342km2 で、震源断層面積に対するアスペリテ

ィ面積は 0.26 であった。 
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図 25 Xu et al.（2018）による Kaikoura 地震の震源断層領域（赤枠内）とアスペリテ

ィ領域（緑～赤）。 

 

 

j) スケーリング則の検討 

1995 年兵庫県南部地震以降、国内では強震観測網（K-NET、KiK-net 等、Aoi et al.，

2020）が約 20 km 間隔で整備され、震源近傍の強震動記録を用いた震源インバージョン解

析による断層面の不均質すべり分布の結果が数多く蓄積されてきた。得られた不均質すべ

り分布に対して、一定の規範に基づいて震源パラメータが推定され、それらのパラメータ

と地震規模の関係の回帰分析により、震源スケーリング則の評価がなされるようになった。

Irikura and Miyake（2011）及び Murotani et al.（2015）は内陸地殻内地震における震

源パラメータのスケーリング則として、３ステージ・スケーリング則を提唱している。第

１ステージは MW6.5 程度以下の地震で、自己相似（すべり量、断層長さ、断層幅が互いに

相似すること）によって S∝Mo2/3（Somerville et al.，1999）となる。第２ステージは MW6.5

～7.4 程度の地震で、地震発生層厚内に基づく断層幅の飽和によって S∝Mo1/2（Irikura and 

Miyake，2011）となる。第３ステージは MW7.4 程度以上の地震で、さらに断層面上でのす

べり量の飽和によって S∝Mo1 となる（田島・他，2013；Murotani et al.，2015）。地震調

査研究推進本部地震調査委員会（2020）による震源断層を特定した地震の強震動予測手法

は、この「３ステージ・スケーリング則（S-Mo）」に基づいている。ここでは、３ステージ・

スケーリング則と比較して 2016 年 Kaikoura（カイコウラ）地震、2023 年 Kahramanmaras

（カハラマンマラシュ）地震、2023 年 Elbistan（エルビスタン）地震の震源特性（震源断

層面積、アスペリティ面積、平均すべり量）について検討する。図 26(a)～(c)にそれぞれ

地震モーメントに対する震源断層面積、平均すべり量、アスペリティ面積の関係を示す（表

４参照）。図 27a～c に震源特性（震源断層面積、平均すべり量、アスペリティ面積）のバ

イアス・プロットを示す（表５参照）。なお、３ステージ・スケーリング則の震源断層面積

（Srup）、平均すべり量（Drup）、アスペリティ面積（Sasp）に対する観測値のバイアス（ln 
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(Obs./Pre.)）はそれぞれ-0.092、 -0.005、 -0.124 であり、その標準偏差はそれぞれ 0.452、

0.438、0.422 であった。図 26、図 27 から同じ地震でも震源インバージョン解析から得ら

れた震源特性（震源断層面積、平均すべり量、アスペリティ面積）にはばらつきが認めら

れる。なお、ばらつきはあるものの 2016 年 Kaikoura 地震を除き、2023 年 Kahramanmaras

地震と 2023 年 Elbistan 地震の震源特性は３ステージ・スケーリング則とほぼ整合してい

ることが認められる。一方、2016 年 Kaikoura 地震の震源断層面積は３ステージ・スケー

リング則に比べて若干過小評価であり、その結果、平均すべり量は３ステージ・スケーリ

ング則に比べてやや過大評価となっている。そのアスペリティ面積も震源断層面積と同様

に 3 ステージ・スケーリング則に比べてやや過小評価となっている。2016 年 Kaikoura 地

震は Hikurangi 沈み込み帯のプレート境界地震と地殻内地震の 2 つが同時活動した可能性

が報告（Hamling et al.，2017；Wang et al.，2018）されており、内陸地殻内の地震の震

源特性とは異なるのかもしれない。このようなプレート境界地震と地殻内地震の 2 つが同

時活動した場合の震源特性については今後の検討課題と考える。 

 

表４ 2016 年 Kaikoura 地震、2023 年 Kahramanmaras 地震、2023 年 Elbistan 地震の震源

パラメータ 

 M0 
[×1020 Nm] 

Srup 

[km2] 

Drup [m] Sasp 

[km2] 

Dasp [m] Sasp/Srup 

Barbot et al. (2023) 5.40 5632 3.08 1328 5.94 0.24 

Delouis et al. (2023) 7.00 7483 2.44 1619 5.13 0.22 

Goldberg et al. (2023) 7.92 5050 3.63 1025 7.16 0.20 

Liu et al. (2023) 7.10 14544 1.63 3240 4.03 0.22 

Barbot et al. (2023) 3.30 2252 4.69 552 8.66 0.25 

Goldberg et al. (2023) 5.05 3825 3.50 1050 7.35 0.27 

Liu et al. (2023) 5.00 11775 1.33 1850 4.48 0.16 

Hamling et al. (2017) 10.0 5897 4.29 1041 12.00 0.18 

Holden et al. (2017) 8.91 6726 5.67 1322 15.90 0.20 

Wang et al. (2018) 10.4 6966 4.61 1548 10.00 0.22 

Xu et al. (2018) 7.35 5064 4.40 1342 10.10 0.26 

 

表５ ３ステージ・スケーリング則に対する震源パラメータのバイアス 

 

2023Kahramanmaras Mo [Nm] Srup  [ln(Obs./Pre.)] Drup [ln(Obs./Pre.)] Sasp [ln(Obs./Pre.)]
Barbot et al. (2023） 5.40E+20 0.042 -0.069 0.093
Delouis et al. (2023) 7.00E+20 0.067 -0.302 0.032

Goldberg et al. (2023) 7.90E+20 -0.450 0.095 -0.549
Liu et al. (2023) 7.10E+20 0.717 -0.705 0.712

2023Elbistan Mo [Nm] Srup  [ln(Obs./Pre.)] Drup [ln(Obs./Pre.)] Sasp [ln(Obs./Pre.)]
Barbot et al. (2023） 3.30E+20 -0.382 0.352 -0.292
Goldberg et al. (2023) 5.50E+20 -0.278 0.059 -0.074

Liu et al. (2023) 5.00E+20 0.857 -0.909 0.502

2016Kaikoura Mo [Nm] Srup  [ln(Obs./Pre.)] Drup [ln(Obs./Pre.)] Sasp [ln(Obs./Pre.)]
Hamling et al. (2017) 1.00E+21 -0.528 0.262 -0.766
Holden et al. (2017) 8.91E+20 -0.281 0.541 -0.412
Wang et al. (2018) 1.04E+21 -0.401 0.334 -0.409

Xu et al. (2018) 7.35E+20 -0.372 0.288 -0.205



 

 96 

 

図 26(a) 地震モーメントと震源断層面積の関係 

 

 

図 26(b) 地震モーメントと平均すべり量の関係 
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図 26(c) 地震モーメントとアスペリティ面積の関係 

 

 

 

図 27(a) 震源断層面積（Srup）のバイアス・プロット（ln (Obs./Pre.)） 
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図 27(b) 平均すべり量（Drup）のバイアス・プロット（ln (Obs./Pre.)） 

 

 

図 27(c) アスペリティ面積（Sasp）のバイアス・プロット（ln (Obs./Pre.)） 
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3) 2024 年能登半島地震（Mj7.6）の震源に関する情報収集 

a) 震源インバージョン解析等による震源モデルの収集 

2024 年１月１日 16 時 10 分 22.5 秒（気象庁発表）に石川県能登地方の深さ約 15km を震

源として能登半島地震（Mw 7.5）が発生した。この地震は内陸地殻内で発生した北西－南

東方向に圧力軸を持つ逆断層型であった。この地震により、輪島市や志賀町で最大震度７

が観測されたほか、能登半島の広範囲で震度６弱以上の強い揺れが観測された。防災科学

技術研究所の ISK006 では 2828.2Gal（三成分合成）を記録し、ISK003 や ISK001、ISK005

でも同様に 1000Gal（三成分合成）を超える強い揺れが記録されている。この地震は、能

登半島西方沖から佐渡島西方沖までの断層を震源断層とする地震で、国内で近年発生した

内陸地殻内地震としては最大規模の地震であった。ここでは 2024 年能登半島地震を対象

として、主に強震動記録を用いた震源インバージョン解析による震源断層モデルと経験的

グリーン関数法を用いたフォーワードモデリングによる SMGA モデルを収集・整理し、その

概要をまとめる。 

久保ほか（2024）は K-NET 観測点 15 点、KiK-net 地中観測点 10 点、KiK-net 地表観測点

１点の計 26 観測点の速度波形および F-net 観測点４点での速度波形を用いている。なお、

解析では本震の発震時刻より約 13 秒前の地震（発震時刻：2024 年 1 月 1 日 16 時 10 分

9.616 秒、Hi-net 震源情報）も含めて一連のイベントと見なしたインバージョン解析を行

っている。解析対象周期は４～40 秒（0.025～0.25Hz）である。断層モデルは３枚の断層

面を仮定しており、断層長さは 126km、断層幅は 24km、断層面積は 3024km2 である。また、

破壊伝播速度（第１タイム・ウィンドウ伝播速度）は破壊開始点から西側には 2.8km/s、

東側は 2.4km/s となっている。断層面全体での地震モーメントは 3.6×1020Nm であった。 

浅野・岩田（2024）は 20 地点の速度波形（K-NET、KiK-net、F-net など）を用いている。

断層モデルは２枚の断層面を仮定しており、能登半島北東端付近で２枚の断層面は深さが

異なるように重なっている。なお、解析では 16 時 10 分 09 秒に西側セグメントから南西

方向、16 時 10 分 22 秒に東側セグメントから北東方向に破壊が進展するシナリオを仮定し

て解析が実施されている。解析対象周期は 2.5～33.3 秒（0.03～0.4Hz）である。また、破

壊伝播速度（第１タイム・ウィンドウ伝播速度）は 1.7km/s である。断層面全体での地震

モーメントは 2.6×1020Nm であった。 

引間（2024）は 16 時 10 分 09 秒に発生した地震を前震と仮定し、本震とは別に震源イン

バージョン解析を実施している。引間は 16 地点の速度波形（KiK-net、K-NET）を用いてい

る。解析対象周期は 2.5～33.3 秒（0.03～0.4Hz）である。断層モデルは４枚の断層面を仮

定しており、断層長さは 148km、断層幅は 24km、断層面積は 3552km2 である。また、破壊

伝播速度（第１タイム・ウィンドウ伝播速度）は 2.7km/s となっているが、西側方向に比

べて東側方向の破壊が約５～10 秒程度遅れて伝播していることを指摘している。断層面全

体での地震モーメントは 2.88×1020Nm であった。 

吉田・他（2024）は 16 時 10 分 22 秒に本震が発生したと仮定している。解析対象周期は

２～20 秒（0.5～0.05Hz）である。断層モデルは３枚の断層面を仮定しており、断層長さ

は 140km、断層幅は 26km、断層面積は 3640km2 である。吉田らのインバージョン解析は破

壊伝播時刻が未知数となる非線形インバージョン解析であり、破壊伝播速度は断層面で異

なるが、断層全体で破壊伝播速度は 2.6km/s となっている。断層面全体での地震モーメン
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トは 2.51×1020 Nm であった。さらに、吉田らは経験的グリーン関数法を用いたフォーワ

ードモデリングによって７個の SMGA を推定しており、暫定値であるが SMGA モデルの総短

周期レベルは 4.74×1019Nm/s2 となっている。 

Guo et al.（2024）は K-NET が 11 地点、KiK-net（地中）が５地点、気象庁が５地点、

F-net が１地点、計 22 地点の３成分の速度記録を用いて解析を行っている。解析対象周期

は４～20 秒（0.05～0.25Hz）である。５枚の断層面を仮定しているが、破壊開始点付近の

断層面（Segment C）では前震(1st)と本震(2nd)の破壊を２回許すように設定している。さ

らに、海底の活断層位置および再決定した余震分布と整合性を取るように深部から浅部に

かけて断層の傾きが徐々に高角度となる曲面断層（listric fault）を仮定している。破壊

伝播速度（第１タイム・ウィンドウ伝播速度）は 2.0km/s であるが、東側の富山トラフの

セグメント（Segment F）には２秒程度の遅れで破壊が乗り移っている。Somerville et al.

（1999）の規範による断層面積は 3510km2 である。また、アスペリティ領域も抽出してお

り、アスペリティ面積は断層面積の 24％であった。地震モーメントは 3.4×1020Nm（case 

#2）である。 

芝（2024）は浅野・岩田（2024）の解析結果を参考に、前震の発震時刻（16 時 10 分 09

秒）で破壊が開始すると仮定して経験的グリーン関数法を用いた震源インバージョン解析

を行っている。K-NET、KiK-net の 24 地点の水平２成分の速度記録を対象に解析を実施し

ており、解析対象周期は１～10 秒（0.1～1Hz）である。４枚の断層面を仮定しており、断

層長は 141.5km、断層幅は 20～22.5km、断層面積は 2981.25km2 である。断層面全体での地

震モーメントは 2.01×1020Nm であった。 

佐藤・岡崎（2024）は KiK-net 地中が８地点、K-NET が４地点、気象庁震度計が４地点、

F-net が３地点、計 19 地点の記録を用いた経験的グリーン関数法を用いたフォーワード解

析に基づいた SMGA モデルを推定している。強震記録の水平２成分と上下成分の 0.2～２Hz

の速度波形と 0.2～10Hz の加速度波形のエンベロープを解析対象としている。４枚の断層

面を設定して、その中の SMGA を推定している。その結果、９個の SMGA を推定しており、

西側の３つの断層面内の破壊伝播速度は 2.38km/s、2.72km/s、2.41km/s、東側の断層面内

は 2.29km/s であった。SMGA モデルの総短周期レベルは 4.45×1019Nm/s2 となっている。 

Ma et al.（2024）は GNSS の水平動成分変位と InSAR データを用いた震源インバージョ

ン解析からすべり分布を推定するととともに、North American (NA) array と Australian 

(AU) arrayの地震動記録を用いて高周波数帯域地震動の Back-projection 解析も実施して

いる。Ma らは破壊開始点付近と輪島の西側に大きなすべりが認められ、ほぼ同じ場所で高

周波数帯域地震動が生成されていると報告している。さらに、Back-projection 解析に基

づいた破壊伝播の様式から、破壊開始から約 20 秒間の破壊伝播速度は１km/s 以下でゆっ

くりと破壊が進むが、その後、加速して南西方向の破壊伝播速度は 3.4km/s 程度、北東方

向は 2.8km/s 程度になっているとしている。 

Xu et al.（2024）は teleseismic データ、GNSS データ、強震動データを用いた震源イ

ンバージョン解析からすべり分布を推定するとともに、North American (NA) array、

Alaska (AK) array と Australian (AU) array の地震動記録を用いて高周波数帯域地震動

の Back-projection 解析も実施している。Xu らは３枚の断層面を設定しており、震源イン

バージョン解析による地震モーメントは 2.2×1020Nm である。Xu らは解析結果から協定世
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界時（UTC）の 07:10:08.33（日本時間 16 時 10 分 08.33 秒）に初期破壊（Hypo-I）が始ま

り、それが西側に進展した後、６～10 秒後に第２破壊（Hypo-II）が始まり、それから両方

向の破壊が進展したとしている。なお、南西方向の破壊伝播速度は 2.38km/s 程度、北東方

向は 2.06km/s 程度となっている。 

Liu et al.（2024）は teleseismic データ、GNSS データ、InSAR データ、強震動データ

（震央距離 150km 未満）を用いて、ジョイント・インバージョン解析による震源のすべり

分布を推定している。断層長さは約 150km で地震モーメントは 2.5×1020Nm である。Liu ら

は解析結果から協定世界時（UTC）の 07:10:09 頃（日本時間 16 時 10 分 09 秒頃）に小さな

破壊（Mj5.9 の前震に対応）が始まり、それが 07:10:23 頃（日本時間 16 時 10 分 23 秒頃）

の本震までに破壊領域が急速に拡大したと考えている。さらに、本震の破壊開始から約 20

秒間の破壊伝播速度は Ma et al.（2024）と同様に 1.2km/s 程度のゆっくりとした破壊で

あったとしている。 

 

b) 地震動予測式による地震動計算と観測記録との比較 

地震動予測モデルの長大な断層の地震への適用性を確認するため、応答スペクトルに関

する地震動ハザード評価（試作版）（地震調査研究推進本部地震調査委員会、2022）で用い

られている Morikawa and Fujiwara（2013）に基づく減衰定数５％の加速度応答スペクト

ル（周期 0.1 秒から 10 秒）の地震動予測式による地震動計算を行い、観測記録と比較し

た。震源断層モデルは、「日本海側の海域活断層の長期評価―兵庫県北方沖〜新潟県上越地

方沖―」（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2024）の評価を基に以下の４通りを設定

した。 

1a: 能登半島北岸断層帯全体（地震発生層内のみ）：Mw=7.43 

 1b: 能登半島北岸断層帯全体（断層上端深さ０km）：Mw=7.46 

 2a: 1a+門前断層帯門前沖区間と富山トラフ西縁断層の各一部：Mw=7.52 

 2b: 1b+門前断層帯門前沖区間と富山トラフ西縁断層の各一部：Mw=7.55 

地震規模は、設定された震源断層モデルの面積より「レシピ」に従って設定した。 

地震動計算に用いる Morikawa and Fujiwara (2013)の地震動予測式は以下で表される。 

log10 pre = a・(Mw’-16)2+c+bX-log10(X+d・100.5Mw’)+Gd+Gs   (6) 

ここで、pre は地震動強さ指標、a、b、c、d は回帰係数である。Gd および Gs はそれぞれ

深部地盤と浅部地盤に関する補正項であり、以下で表される。 

Gd = pd・log10(max[Dlmin, D1400]/D0)     (7) 

Gs = ps・log10(min[Vsmax, AVS30]/V0)     (8) 

ここで、D1400 は評価地点における Vs=1400m/s 層上面までの深さ（ｍ）である。係数 pd、

Dlmin、D0、ps、Vsmax、V0 の値については、Morikawa and Fujiwara（2013）から見直された森

川・藤原（2023）を用いた。地下構造モデルは「2020 年版」で用いられている若松・松岡

（2020；浅部地盤 J-SHIS V4）および地震調査研究推進本部地震調査委員会（2021a；深部

地盤 J-SHIS V3.2）とした。計算結果と観測記録との比較を図 28 に示す。震源モデルによ

る違いは顕著でなく、いずれの震源モデルでもばらつきが大きいものの計算結果は予測値

とおおむね対応している。なお、観測記録は K-NET、KiK-net および気象庁のホームページ

より公開されている気象庁と地方公共団体（新潟県、富山県、石川県）の震度計データを
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用いた。 

 

周期 0.1 秒   周期 0.2 秒    周期 0.3 秒 

 

周期 0.5 秒   周期１秒    周期２秒 

 

周期３秒   周期５秒    周期 10 秒

 

△ 1a  ▽ 1b  □ 2a  ◇ 2b 

図 28 Morikawa and Fujiwara（2013）に基づく地震動計算結果と観測記録との比較 

 

(c) 結論並びに今後の課題 

中央構造線断層帯のうち讃岐山脈南縁東部区間から石鎚山脈北縁西部区間が同時に活

動する地震を対象として、地震発生層より浅部のすべりを一様とした詳細法による強震動

計算を実施した。地表断層形状をできるだけ詳細にモデル化した場合と端点を直線で結ん

だ場合で、地表断層近傍における地震動分布に違いが確認できた。 
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2016 年 11 月 13 日にニュージーランドで発生した Kaikoura 地震（Mw7.8）、2023 年２月

６日に発生した Kahramanmaras 地震（Mw7.8）と Elbistan 地震（Mw7.5）の計３つの地震の

主に震源インバージョン解析結果をもとに、地震モーメントと破壊面積、平均すべり量お

よびアスペリティ（強震動生成域）の面積の関係（スケーリング則）を調べた。その結果、

「レシピ」で用いている関係式とおおむね整合していることが確認された。ただしこれら

の地震はいずれも海外のものであり、日本で発生した 2024 年能登半島地震についても確

認する必要がある。 
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４．全体成果概要  

本研究課題では、我が国の主要活断層帯で最も長大であり活動度が高い断層帯の１つで

ある中央構造線断層帯の四国陸域を中心に、これまで未解明であった連動型地震の発生確

率の算出や連動条件の検討、地表付近の詳細な断層位置形状を反映した強震動計算を目的

とした調査研究を実施する。さらに、その結果を踏まえて、地震調査研究推進本部の連動

型地震に関する新たな評価手法や高度化した手法を提案することを目標とする。本年度は、

石鎚山脈北縁区間と石鎚山脈北縁西部区間の境界付近、中央構造線断層帯周縁地域、紀伊

半島の中央構造線を主な対象として、以下の調査研究を実施した。 

サブテーマ１−１「複数回の変位履歴を復元するための活断層調査」では、石鎚山脈北

縁区間と石鎚山脈北縁西部区間の境界付近を主な対象として変位履歴を解明するため、次

の地形地質調査を実施した。石鎚山脈北縁西部区間・川上断層上に位置する西条市氷見地

区において、ドローン LiDAR 計測、トレンチ調査、ボーリング調査を実施し、過去４回の

活動時期と活動間隔、地震時上下変位量等を明らかにした。トレンチ壁面で確認された最

新活動は少なくとも約 2200 年前以降、西暦 1722 年以前に生じたと推定され、1596 年文禄

（慶長）・伊予地震に対応する可能性を確認した。また、最新イベント層準を覆うチャンネ

ル充填堆積物からは、カキ・二枚貝を含むイベント堆積物がみいだされた。これは 1707

年宝永地震に伴う津波堆積物の可能性がある。群列ボーリングによる地質断面では、過去

４回のイベントに伴う地震時上下変位量は、それぞれ 1.2ｍ、1.8ｍ、2.2ｍ、1.5ｍと計測

された。最近３回の活動は鬼界アカホヤ火山灰（K-Ah）降灰以降に生じており、平均活動

間隔は 3300〜3500 年程度と推定される。K-Ah を基準とした累積上下変位量と年代から、

上下平均変位速度は 0.8〜1.2mm/yr と算出された。平均活動間隔等を周辺断層と比較した

結果、川上断層の既往トレンチ調査結果や岡村断層の平均活動間隔 700〜1500 年よりも有

意に長いことが明らかになった。 

サブテーマ１−２「歴史文書の収集分析に基づく地震活動の検討」では、中央構造線の周

辺に位置する四国・九州地域の近世の日記史料を主たる対象として、機器による地震観測

が開始される以前の有感地震情報を収集した。日記史料を対象としたのは、同一地点での

有感地震が、同一人物によって記録されており、有感地震の長期的な変動状況を均質な基

準で把握できる可能性が高いためである。また被害を出した大きな地震だけでなく、中小

の地震についても把握できる可能性が示された。本年度は愛媛県小松藩・宇和島藩・大分

県佐伯藩の公用日記、および熊本県熊本藩と阿蘇地域の寺院の日記を調査し、既刊の地震

史料集に未収録の地震情報を収集した。また近世の地震発生状況を時空間的に把握できる

システムを考案し、1853～1854 年の阿蘇の火山活動と地震の時系列的な関係、18～19 世紀

における伊予小松（現在の愛媛県西条市）で感知された地震について検討した。また 1596

年９月１日の慶長伊予地震の発生時刻について検討した。 

サブテーマ２「地殻応力場と震源断層形状推定のための微小地震解析」では、紀伊半島西

部で発生した地震の震源位置を３次元速度構造を用いて再決定し、中央構造線断層帯周辺に

おける地殻内地震の震源分布の特徴を調べた。その結果、中央構造線断層帯付近では地殻内

地震が深さ５～10km程度に分布することを確認した。中央構造線断層帯南側の群発地震域か

ら続く地震活動の分布はおおむね地表の中央構造線断層帯直下まで確認でき、その北側では

地震の分布が疎となる。なお、中央構造線断層帯近傍に注目すると、地表の中央構造線断層
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帯の南側と北側で発生する地震の深さの差はあまりないようにみえる。再決定した地殻内地

震の震源分布から見積もられるD90、D95、D100はそれぞれ9.8km、10.1km、10.8kmとなった。

この深さは四国地方の中央構造線断層帯に比べて浅く、紀伊半島西部では地震発生層下限が

より浅い深さに位置していることを示していると考えられる。 

サブテーマ３「活動履歴を考慮した動的破壊シミュレーションによる連動性評価」では、

動的破壊シミュレーションを基に連動可能性とその条件を議論するため、断層帯の置かれ

た条件を反映した動力学的震源モデルを構築する必要がある。今年度は、昨年度の業務で

中央構造線断層帯四国陸域４区間の最新活動の変位履歴と調和的な連動イベントが得られ

た震源モデルを対象として、連鎖（続発）するイベントの連動パターンを検討した。その

結果、石鎚山脈北縁区間と同西部区間が連動するイベントに続いて、讃岐山脈南縁東部区

間と同西部区間が連動するイベントが連鎖するという最新活動の変位履歴と歴史史料を共

に満たす連動・連鎖パターンが得られた。 

サブテーマ４「長大な活断層帯における強震動予測手法の高度化」では、強震動評価の高

精度化のため、中央構造線断層帯のうち讃岐山脈南縁東部区間から石鎚山脈北縁西部区間

までが同時に活動する地震を対象として、地震発生層より浅い震源断層のすべりを一様と

した震源モデルを用いて、ハイブリッド合成法により工学的基盤上の最大速度および地表

の計測震度を面的に計算した。地表断層の端点を直線で結んだモデルと詳細な形状のモデ

ルによる計算結果と比較し、断層近傍において地震動の違いが現れることを確認した。ま

た、ニュージーランドの2016年Kaikoura（カイコウラ）地震、トルコの2023年Kahramanma

ras（カフラマンマラシュ）地震とElbistan（エルビスタン）地震を対象とした震源インバ

ージョン解析結果に基づき、長大断層における地震モーメントと破壊面積、平均すべり量

およびアスペリティ面積の関係（スケーリング則）を調べた。地震調査研究推進本部の震

源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）で用いられている関係と整合して

いることが確認された。さらに、2024年能登半島地震を対象とした震源インバージョン解

析による震源モデルの収集と地震動予測式による地震動計算を行った。計算された減衰定

数５％の加速度応答スペクトル（周期0.1～10秒）が観測値とおおむね整合していることを

確認した。 

以上のように、今年度の成果として、１―１）石鎚山脈北縁西部区間・川上断層における

過去４回のイベントに伴う上下変位履歴の解明と連動型イベントの再検討、１―２）愛媛県

小松藩・宇和島藩・大分県佐伯藩の公用日記、および熊本県熊本藩と阿蘇地域の寺院の日記

等に基づく、新たな有感地震情報の収集と時空間把握システムの構築、伊予地震の発生時刻

の再検討、２）３次元速度構造を用いた紀伊半島西部の微小地震の震源位置再決定と地震発

生層下限深度の検討、３）中央構造線断層帯四国陸域４区間を対象とした動力学的震源モデ

ルによる連動・連鎖パターンの検討、４）詳細な地表断層分布を考慮した震源モデルと端点

を直線で結んだモデルによる地震動分布の比較検討、海外地震を対象としたスケーリング則

の再検討、2024年能登半島地震の加速度応答スペクトルの検証など、多岐にわたる新たな知

見が得られた。 
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５．成果の論文発表・口頭発表等 

（１-１）複数回の変位履歴を復元するための活断層調査 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等  

 なし 

(b) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

  なし 

2) ソフトウエア開発 

  なし 

3) 仕様・標準等の策定 

  なし 

 

（１−２）歴史文書の収集分析に基づく地震活動の検討 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 

著者 題名 発表先 発表年月日 

水野 嶺 十九世紀前半肥後国下の地震：

中小地震記録の集積と分析 

月刊地球，543，6-14 令和７年１

月 

   

(b) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

  なし 

2) ソフトウエア開発 

  なし 

3) 仕様・標準等の策定 

  なし 

 

（２）地殻応力場と震源断層形状推定のための微小地震解析 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 

  なし 

(b) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

  なし 

2) ソフトウエア開発 

  なし 

3) 仕様・標準等の策定 

  なし 

 

（３）活動履歴を考慮した動的破壊シミュレーションによる連動性評価 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 
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加瀬祐子・

浦田優美・
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 (b) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 
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2) ソフトウエア開発 
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3) 仕様・標準等の策定 

  なし 

 

（４）長大な活断層帯における強震動予測手法の高度化 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 

  なし 

(b) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

  なし 

2) ソフトウエア開発 
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3) 仕様・標準等の策定 

  なし 
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６．むすび 

本研究課題では、我が国の主要活断層帯で最も長大な活断層である中央構造線断層帯を対

象として、特に四国陸域で生じ得る連動型巨大地震を評価するため、これまで未解明であっ

た連動型地震の発生確率の算出や連動条件の検討、を目的とした調査研究を３カ年の計画で

実施する。最終的な成果は、連動型地震に関する新たな評価手法や高度化した手法を地震調

査研究推進本部に提案することを目標とし、「活断層の長期評価手法（暫定版）」や全国地

震動予測地図に反映されることを目指すものである。 

中央構造線断層帯は、我が国で最も長大で活動度が高い主要活断層帯の１つであり、これ

までにも様々な研究機関で活断層調査や重点的な調査観測、前回事業である「連動型地震の

発生予測のための活断層調査研究（令和２〜４年度）」が実施されてきた。これらの既往調

査研究成果に加え、本研究課題では新たなテーマを加えた５つのサブテーマで成果の共有や

連携を図りつつ、連動型巨大地震の評価手法を開発・改良するための調査研究を実施した。 

１―１）複数回の変位履歴を復元するための活断層調査では、過年度事業の成果を踏まえ

て、石鎚山脈北縁西部区間・川上断層で変位履歴調査等を実施した。その結果、最新活動は、

約2300年前から江戸時代中期以前と推定され、従来の西暦1596年文禄（慶長）伊予地震と矛

盾しないと推定された。また、最新活動層準の上位にイベント堆積物がみいだされ、考古学

的遺物や歴史史料、微化石分析結果等から、西暦1707年宝永地震に伴う津波堆積物による可

能性が示された。ボーリング調査の結果、過去４回の古地震イベントが検出され、平均活動

間隔は2700〜3600年と推定された。各イベントに伴う上下変位量は、イベント１：1.2ｍ、イ

ベント２：1.8ｍ、イベント３：2.2ｍ、イベント４：1.5ｍと計測される。今後、個別の正確

な活動時期に基づき詳細な変位履歴を復元し、周辺断層との連動型イベントの判別や頻度の

推定を詳しく行う。また、引き続き調査手法を改良し、より多地点で効率的に多数回の変位

履歴を復元していく必要がある。 

１―２）歴史文書の収集分析に基づく地震活動の検討では、次の新たな知見を得た。1853

年９月～1854年５月にかけて阿蘇地域固有の地震が感知された記録がみいだされた。1716年

から1860年の伊予小松藩の会所日記の大半の調査を行った結果、地震記事のある日数は1854

年の安政大地震以前29日、以後86日であった。1854年以前の記事において、地震被害を記録

した記事は見つからなかった。また、1822年４月14日と1823年６月９日には、小松だけで記

録された地震が見つかった。1596年９月１日の慶長伊予地震の発生時刻を再検討した結果、

午後７時過ぎで、これは豊後地震にやや遅れると考えることができる。各地で記録された地

震感知の時刻、被害の生じた地域の絞り込みについては、次年度さらに検討する。 

２）地殻応力場と震源断層形状推定のための微小地震解析では、紀伊半島西部の中央構造

線断層帯周辺で発生した地震の震源位置を再決定し、震源分布の特徴や地震発生層下限深さ

を検討した。その結果、断層帯南側の群発地震域から続く地震活動の分布は、おおむね地表

の断層帯直下まで確認でき、その北側では地震の分布が疎となる。D90およびD95、D100を用

いて地震発生層の下限深さを評価すると、断層帯北側では南側に比べて下限深さが深くなる

傾向がみられた。断層帯からおおむね2.5km以内に位置した地殻内地震から見積もられる地震

発生層下限深さはD90で9.8km、D95で10.1km、D100で10.8kmである。これらは四国の中央構造

線断層帯付近で求められた値に比べて小さく、紀伊半島西部付近では地震発生層の下限深さ

が相対的に浅い可能性が示唆された。次年度は、本年度の震源再決定の結果に基づいて震源



 112 

位置やメカニズム解の分布等を精査し、断層帯周辺に存在する震源断層の形状やその地殻応

力場との関係を検討する。 

３）活動履歴を考慮した動的破壊シミュレーションによる連動性評価では、讃岐山脈南縁

東部区間、同西部区間、石鎚山脈北縁区間、同西部区間において、連鎖と連動のパターン

を検討した。変位履歴と調和的な連動イベントが得られた震源モデルを対象として、先発

イベントのシミュレーションで得られた最終応力場を先発イベント直後、すなわち、続発

イベント直前の応力場として動的破壊シミュレーションを行い、連鎖（続発）するイベン

トの連動パターンを整理した。その結果、先発イベントの連動パターン、続発イベントの

破壊開始点の位置と各区間の最新活動直前の地震後経過率によって、４通りの連鎖・連動

パターンが得られた。それらのうち、変位履歴とも歴史史料とも調和的なパターンとして、

石鎚山脈北縁区間と同西部区間が連動するイベントが先発し、讃岐山脈南縁東部区間と同

西部区間が連動するイベントが連鎖するパターンが得られた。次年度は、平均活動間隔と

変位履歴から想定されうるすべてのパラメータの組み合わせについて再検討し、エネルギ

ー収支によるスクリーニングと動的破壊シミュレーションにより、次の活動における地震

後経過率を反映した震源モデルを検討する。 

４）長大な活断層帯における強震動予測手法の高度化では、讃岐山脈南縁東部区間から

石鎚山脈北縁西部区間が同時に活動する地震を対象として、地震発生層より浅部のすべり

を一様とした詳細法による強震動計算を実施した。地表断層形状を詳細にモデル化した場

合と端点を直線で結んだ場合で、地表断層近傍における地震動分布に違いが確認できた。

また、2016 年 11 月 13 日にニュージーランドで発生した Kaikoura 地震（Mw7.8）、2023 年

２月６日に発生した Kahramanmaras 地震（Mw7.8）と Elbistan 地震（Mw7.5）の計３つの地

震の主に震源インバージョン解析結果をもとに、地震モーメントと破壊面積、平均すべり

量およびアスペリティの面積の関係を調べた。その結果、「レシピ」で用いている関係式と

おおむね整合することが確認された。ただし、これらの地震はいずれも海外で生じたもの

であり、日本で発生した 2024 年能登半島地震についても確認する必要がある。 

以上のように、２年目にあたる令和６年度は、各サブテーマの調査研究成果で多数の新

たな知見が得られた。最終年度はさらにサブテーマ間の連携を強化し、具体的なデータの

受け渡しや議論を行うとともに、引き続き、調査研究計画に沿って連動型地震の新たな手

法の開発や改良に取り組んでいく。 
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７．外部評価委員会 

  

７．１ 活動報告 

 
「長大な活断層帯で発生する地震の評価手法に関する調査研究」外部評価委員会（第１回） 
 
日時  令和７年３月 25 日（火） 15 時 00 分〜17 時 00 分 

場所  国立研究開発法人産業技術総合研究所（オンライン） 

議事  １．事業全体の概要と計画 
    ２．研究項目毎の計画と今年度の進捗状況 
    ３．その他 
 
７．２ 外部評価委員会構成員 

 

（第１回） 

○委員 
１．有識者 
  国立大学法人岡山大学理学部地球科学科   隈元 崇委員長 
  国立研究開発法人海洋研究開発機構地震津波予測研究観測センター 
        堀 高峰委員 

  国立大学法人東京大学地震研究所    三宅弘恵委員 

 
２．受託機関の研究者 
  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 近藤久雄（研究代表者） 

一般財団法人電力中央研究所サステナブルシステム研究本部 木村治夫 
公益財団法人地震予知総合研究振興会   榎原雅治 
公益財団法人地震予知総合研究振興会   水野 嶺 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 椎名高裕 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 内出崇彦 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 今西和俊 

  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 加瀬祐子 

  国立研究開発法人防災科学技術研究所   森川信之 
  国立研究開発法人防災科学技術研究所   岩城麻子 
 
○オブザーバー 

１．委託元 

  文部科学省研究開発局地震火山防災研究課   吉田健一 

  文部科学省研究開発局地震火山防災研究課   鈴木文乃 

 


